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《Sumn1ary》

　Since　the　end　of　Co1d　Waエ，Japanese　OfficiaユDev巳1opment　Assistance（ODA）po1icy　has　been

changing　its　contents　in　order　to　adjust　to　new1y　emerged　poIicy　circumstances．Authorities　of

Japanese　ODA　want　to　make　it　a　dominant　p1ayer　in　the　po1icy　field　of　intemationa1deveIopment

co－operation，which　is　Leading－Domr．AIso，the　po1icyオms　at　secuIement　of　National　Interests　in

the　wor1d　ec㎝omica11y　and　politica11y，which　were　fo㎜er　not　existed　in　po1icy　sentences．In　this

reform，the　ODA　win　be　ch肛acterized．by　the　means　of　po1itica1intervention　tow趾d　deve1oping

COuntrieS．

はじめに

　冷戦終結後、政府開発援助（ODA）（ユ）を巡る国

際的な政策環境が激変する中で、日本の政府開発

援助はトップ・ドナーからリーディング・ドナー

への変貌を自らの政策課題にしれそれまで日本

の援助政策当局は東西冷戦の枠組みの下で対米

バードン・シェアリングの一環として援助量をひ

たすら増大させることに努めた。冷戦の終結とと

もに、冷戦の枠組みの下に組み敷かれてきた内外

の様々な政策課題・開発課題が噴出し、これに対

処するために、政策当局はそれぞれの課題に効果

的に向かう、いわゆる援助の質を前面に掲げるこ

（1）ODAとはOECDのDAC（開発援助委員会）が定

　める3つの定義を満たす資金の流れを指す。①政

　府ないし政府の実施機関によって供与されるもの

　であること。②開発途上国の経済開発や福祉の向

　上に寄与することを主たる目的としていること。

　③資金協力については、その供与条件が開発途上

　　国にとって重い負担にならないようになってお

　　り、グラント・エレメント（資金の譲許性の基

　準。市中資金調達に比べ、金利・返済期間等てど

　れぐらい優遇されているかを示す数値。100％が

　贈与）が25％以上であること。外務省経済協力局

　　『我が国の政府開発援助』1999年版、上巻、凡例。

とになる。そして、ユ990年代、既に量の面で見れ

ば世界最大の援助供与国となり、トップ・ドナー

となっていた日本は、国際的な開発援助政策レ

ジームでイニシアティブを発揮するという、リー

ディング・ドナーへの脱皮を目指すことにな糺

　国内に目を向けると、財政状況が逼迫するもと

で、ODAももはや増大傾向を無前提に維持する

ことは非常に困難になっている。財政構造改革法

の下、1998年度に日本ODAは一般会計予算を

ユ0％削減することになった。財政構造改革の停止

によって予算の切り取りについては当面中止に

なったものの、援助の量的確保について不安定性

が増大している。日本0DAは「援助疲れ」をと

うとう経験することになったわけである。

　他方で、この間進んできた援助改革への提言、

そして新しい援助手法によって、冷戦後の日本

ODAは大きく姿を変えた。ODA量の問題も当然

議論するべきであるが、同時に今日の新しい

ODAと過去の日本ODAとの区別を論じ、その

変化の含意について考察することが必要である。

　このODAの変貌について、改革方向の機軸と

なっている外務大臣の諮問懇談会である「21世紀

に向けてのODA改革懇談会」の答申を軸に、い

くつかの改革提案をおりまぜて、援助改革の方向

がどのように探られているのかに光をあて、この

結果、日本ODAがどのような性格を帯びるよう
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図1　日本対外援助の編成と所轄省庁（2000年度）

〔政府開発援助〕 〔所轄官庁・実施機関〕

∴∵㌻∴∴∵構∵
多国間援助 国際機関に対する出資・拠出等 一大蔵省・外務省・文部省・

　厚生省・農林水産省等

〔参考・その他政府資金〕

二国間援助一mζ豊篁熟1年超）

多国間援助　　国際機関に対する融資等

一国際協力銀行

一国際協力銀行・石油公団等

一日本銀行・国際協力銀行

（原注）援助形態の分類はDAC基準に拠る。

（出所）国際協力銀行『国際協力便覧」2000年版、638，639ぺ一ジ。

になるのかを探ってみよう。

I一日本ODAのパフォーマンス

　改革が必要とされている日本の0DAの現状と

はどのようなものであろうか。以下では日本の援

助のパフォーマンスを見ていくが、改革の焦点と

なっている二国問ODAに相対的に強い関心をお

きつつ、観察を進めることにす札

1．日本0DAの実施体制

　図工は日本のODAの構成とそれを管轄する省

庁・諸機関の配置を示したものである。この間の

省庁再編の一環で、1999年！0月に、政府貸付（借

款）を担当する機関として、これまでの海外経済

協力基金（OECP）と日本輸出入銀行が統合さ

れ、新たに国際協力銀行が設立された（2〕。国際協

力銀行は世界銀行に匹敵する与信を行う公的援助

機関として国際援助のアリ』ナに登場することに

なる。

　同図にあるように、政府開発援助は大きく二国

間援助と多国間援助に分かれ、このうち二国間援

助はさらに贈与と政府貸付に分類される。二国間

（2）外務省経済協力局編『我が国の政府開発援助』

　1999年版、上巻、9ぺ一ジ。

で行われる贈与は無償資金協力（経済開発等援

助、食料増産援助で構成される）、技術協力、NGO

への補助金、から成っている。政府貸付はいわゆ

る円借款であるが、この他に途上国の債務を繰り

延べした場合、貸付に該当するとされる。二国間

贈与はほぼ全面的に外務省の管轄下にあり、その

実施機関は国際協力事業団（JICA）であるが、

二国間で行われる政府貸付はこれまでの海外経済

協力基金に代わり、国際協力銀行が専管する。

　多国間援助は、国際機関への出資・拠出がこれ

に当たるが、関係する各省庁がこれを所轄する。

主として国連関連機関への拠出が半分を占め、外

務省が管轄している。また、ODAの定義から外

れるが、国際機関に対する融資については、日本

銀行か国際協力銀行がこれに対応し、当該業務を

行っている。

　日本の0DAの実施にあたって、省庁再編前ま

では18の省庁が関係しており、再編後はユ6省庁が

関係でいる。このような諸省庁の中で、ODA実

施に関して主導的な立場にあるのは外務省と大蔵

省である。90年代の前半までは、日本のODA政

策を主に管掌していた省庁は外務・大蔵・通産・

経済企画庁の4つであり、これを指して日本ODA

の四省庁体制と呼んでいた。

　この間の推移を95年からのODA予算の推移と

いう面から確認してみよう。表1は、当該期間の
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表1　省庁別予算推移

①一般会計予算 （単位1百万円、％）

1995 1996 1997 1998 ユ999

予算額 伸率 予算額 伸率 予算額 仲率 予算額 伸率 予算額 仲率
総計 1，ユ06，ユ28 4．O 1，ユ45，ユ65 3．5 1，168，67ユ 2．1 1，047，266 一10．4 ユ，048，874 O．2

外務省 553，703 3．7 573，060 3．5 585，094 2．1 556，789 一4．8 558，206 O．3

大蔵省 387，049 4．1 428，ユ68 ！0．6 441，902 3．2 367，883 一16．8 365，941 一〇．9

通産省 52，248 7．6 54，6ユ5 4．5 55，830 2．2 50，845 一8．9 50，538 一〇．6

経済企画庁 43，714 ユ．7 14，105 一67．7 8，869 皿37．1 1，O09 一88．6 166 一83．5

一　■　一　一　　一　　一　一　■　　一　一　一　■　　I　一　一　■ 一　］　　一　　一　　一　一　　I　　．　一　一　一　　．　一 皿　L　　■　　■　一　一　一　■　　I 一　〇　…　一　一　■　I　■　一　一　一　一　一　一 皿　L　一　一　一　I　■　　．　一 一　一　一　■　　1　　…　…　］　　一　■　■　■　一　一 ■　　一　　一　　■　　1　　一　　一　　一　　I 一　　I　　■　　■　　．　　．　　．　　■　　．　　一　　一　　一　　一 」　　一　　一　　一　　一　■　■　一　一　一 一　I　　I　　I　　一　　一　■　…　　L　　一　　一　　一　　■ I　　■　　一　一　一　一　一　一　一

四省庁計 ユ，036，714 1，069，948 1，091，695 976，526 974，85ユ

四省庁占有率 93．7 93．4 93．4 93．2 92．9

（原注）四捨ヨコ1入のため、合計に不突合がある。

（出所）外務省経済協力局編『我が国の政府開発援助』ユ997年版、国際協力推進協会、149ぺ一ジ、同1999年版、

　　　139ぺ一ジより作成。

②事業予算 （単位：百万円、％〕

ユ995 1996 ユ997 ユ998 ユ999

予算額 伸　率 予算額 伸　率 予算額 伸　率 予算額 伸　率 予算額 伸　率

総計 2，012，880 3．7 1，799，83ユ 一10．6 2，Oユ4，692 ユ1．9 ユ，732，2ユ3 一ユ4．O ユ，886，735 8．9

回収金 一246，337 一278，835 一338，109 一287，552
■　．　一　　一　　一　　一　　■　　」　　L　　I　　■　　■　一　　一　　一　　■ ⊥　　一　一　一　■　　■　．　．　　一　　一　　一　一　　■ 一　　L　　一　　一　■　　■ 一　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　■　　L 一　　一　　■　　■　　■　　一　　一　　■　　一　　一　　一　　一　　0 一

ネット計 ユ，766，543 2．ユ ユ，520，996 一ユ3．9 ユ，676，583 lO．2 1，389，061 一17．1 ユ，545，ユ75 ユ1．2

外務省 566，634 3．8 586，479 3．5 598，631 2．1 57！，375 一4．6 575，588 O．7

大蔵省 1，243，470 4．O 1，026，684 山17．4 1，235，ユ32 20．3 ユ，OOO，853 一ユ9 1，／50，246 14．9

通産省 53，45ユ 7．2 56，658 6．O 58，50ユ 3．3 27，976 一3．8 27，822 一〇．6

経済企画庁 43，714 1．7 14，ユ05 一67．7 8，869 一37．1 1，O09 一88．6 ユ66 一83．5
一　　一　　一　　一　　一　　■　　o　　」　　一　　］　　一　　一　　一　　一　　■　　■ 一　　■　　■　　一　　I　　L　　L　　一　　」　　■　　I　　．　　一 一　　一　　■　　o 阯　L　　一　　一　一　　■ 一　　一　　一　　一　　一　　一　　■　　…　　I 一　　一　　一　　■　　■　　一　　■　　■　　一　　一　　一　　一　　一 川　u　L　一　一　　一　　■　　一　　■　　一 一　　一　　一　　■　o　　阯　　」　　一　　一　一　　■　I　． ．　　一　　一　　一　　一　　一　　…　　…　」

四省庁計 ユ，907，269 1，683，926 ユ，90！，133 ユ，60ユ，2ユ3 ユ，753，822

四省庁占有率 94．8 93．6 94．4 92．4 93．O

（原注）①に同じ。

（出所）『我が国の政府開発援助」1997年版、ユ50ぺ一ジ、同1999年版、140ぺ一ジより作成。

ODA予算の推移を省庁別に分類して見たもので

あるが、これによると、この期間に先述の4省庁

でODA一般会計予算・事業予算共に9割以上を

占めている。ただし、大蔵省と外務省で80％弱を

占有しており、事実上の2省庁の支配的地位を見

ることができる。他方、通産省は両予算において

外務省のユ割程度になっており、全省庁を見渡せ

ば依然としてODA予算配分における上位省庁で

はあるものの、ユ999年になると農林水産省や厚生

省の0DA予算に比肩されてきている。また、経

済企画庁はこの5年の問に予算面で著しい縮減を

見ており、同年にはその業務も政府貸付・円借款

の実施にあたっての予備調査を行う任務に限定さ

れている。

　実際、！998年6月の「中央省庁等改革基本法」

を起点とする行政改革の申で、ODAに関わる権

限は外務省に統合され、ODA活動を調整する法

的な権限は同省に委ねられることになってい

る（3）。OECDの対日援助審査は、今後、外務省

と国際協力事業団や国際協力銀行などのODA実

施機関との間でどのような責任分担が行われるか

が課題になるとしている（4）。このように今日の日

本政府開発援助の実施体制は、実施機関、主たる

管掌官庁の二面にわたって、機能の集中と整理統

廃合が見られ、ユ980年代までと大きく異なる姿を

見せている。

（3）前掲書、8ぺ一ジ。

（4）OECD，　DAC，　Dωm王。pmo械　　σo一ρρεrαffoπ，

　五ω加ω8Ser加s　Jαρα几，P㎞s：OECD，1999，p．29．
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2．日本0DAの実績

　日本のODAの実績について、現在、政府資料

で検討し得る最新年度の1998年度で概観してみよ

う。表2によると、ユ998年の日本ODAは1兆

4，046億5，000万円、ドル換算で107億3，！53万ドル

である。総額は円へ一スで1997年度比23．0％増に

なっており、ドル換算の増分は当該期間に進んだ

円安に若干相殺されつつも13．7％増となってい

る。

　次に援助形態に区分した費目別に見ると、まず

贈与は円換算で見ると6，478億2，200万円で前年比

6．2％と増加しているが、ドル換算では円安に相

殺され49億4，936万ドルで1．8％の減少になってい

る。贈与申の細目に立ち入ると、無償資金協力は

2，837億1，700万円で前年に比べ16．2％増大し、他

方で技術協力は3，641億5，000万円で0．4％の微減

を示しているが、無償資金協力の増分で全体の増

分が確保されている。また、二国間贈与は日本

ODA全体の46．1％を占め、二国間援助で見ると

57．5％と過半を占めている。

　政府貸付は4，786億500万円で前年比ユ51．4％と

著増している。この増大分が98年度の日本0DA

の増分に大きく貢献しているわけである。政府貸

付の増大はこの年度に順次行われたアジア経済危

機に対する緊急対策が繰り込まれたことの帰結で

ある。また、政府貸付のODA全体に占める割合

は34．1％であり、他方で二国間0DAに占める割

合は42．5％となっている。90年代の中盤には同比

率はそれぞれ3割弱、30％を若干超えるぐらいと

いう水準にあったことを考慮すると、政府貸付の

増勢は、98年の特殊な政策環境に対応する当該年

度における日本0DAの主要な特徴の一つとして

理解しなくてはならない。

　国際機関・国際開発金融機関向けの拠出・出資

は2，782億2，400万円であり、前年比でユ8．5％落ち

込んでおり、同時に費目別で見れば、当該項目が

最大の落ち込みを計上している。また、1998年度

のこのような国際機関・国際開発金融機関向け拠

出・出資、多国間援助は日本ODA全体の19．2％

表2　日本ODAの実績（1998年度）

ドルベース（ユ。o万㌦） 円へ一ス（億円） 構成比（％）

実績 対前年 実　績 対前年 ODA全体 二国間

無償資金協力 2，167．60 7．4 2，837．17 ユ6．2 20．2 25．2

東欧・卒業国を除く
．■一L…山一一一一一一一一■I■一一」』01一一一一一一一

　2，ユ65．01■　　■　　■　　一　　一　u　…　　一　I　一　一　　一　　一　　一　　一　　I　．　　■ 　7．5－　L　L　　0　　－　I　一　　一　　■　．　． 　2，833．78．　■　■　一　」　一　　■　I　　一　　■　一　　一　　一　　一　　■　一　．　　■ 　16．2■　」　　…　　o　I　　一　　■　一　　一　　一　　■ 　　20．3．　　■　一　一　　一　　口　…　　I　　一　　一　　一　　一　L　　一　　一 　25．3．　．　　■　一　　一　一　　…　…　…　I　　■　一

技術協力 2，781．76 一7．9 3，641．05 一〇．4 25．9 32．3

東欧・卒業国を除く
■　I　一　一　一　　」　　］　　I　　一　　一　　一　　一　一　一　　一　　一　　■　■　　■　■　一　一　」　　1　一　　■　一　一　■　一

　2，735．57．　一　．　　■　　■　　■　　」　』　山　I　　一　　一　一　　■　　一　　一　　一　■ 　一7．9一　一　一　」　L　　一　　■　一　一　　一　　一 　一〇．4一　　■　■　■　　一　一　　口　　…　　‘　I　I 　　25．7一　．　　一　　■　■　　一　　」　　一　u　　一　　■　1　』　一　　一 　32．0一　　一　　一　　一　　一　　一　．　　■　　■　　一　　L　　L

贈与計 4．949136 一〇．8 6，478．22 6．2 46．1 57．5

東欧・卒業国を除く 4，900，59 一1．7 6，4ユ4．38 6．4 46．1 57．3

政府貸付等 3，656．54 132．4 4，786．05 151．4 34．1 42．5

東欧・卒業国を除く 3，652．49 133．0 4，780．74 152．0 34．3 42．7

二国間ODA計 8，605．90 30．1 1ユ，264．26 40．8 80．2 ユ00．O

東欧・卒業国を除く 8，553．07 30．5 ユ1，ユ95．12 41．2 80．4 ！00．0

国際機関向拠出等 21125．63 一24．7 2，782．24 一18．5 19．8

EBRDを除く 2，086．98 一25．6 2，73ユ．65 一ユ9．5 19．6

ODA計 10，731．53 13．7 14，046．50 23．0 100．O

東欧・卒業国を除く
L」一一■1一一一一一一一一一．■■一一」I－I－I一一一I

　10，640．05一　■　　一　一　u　　一　　一　　一　．　　一　■　　一　一　一　I　　一　　一　　一 　23．0－　u　皿　　一　　一　I　　■　一　・　　一　　一 　　ユ00．O．　　一　　■　．　■　　一　」　　一　　一　　一　　一　　■　一　　一　一

一　　一　　．　　一　　一　　．　■　　一　　■　　」　　」

対GNP比 O．28 O．28

東欧・卒業国を除く O．28 O．28

（原注ユ）四捨五入で処理したため、合計が一致しない場合がある。

（原注2）EBRD＝欧州復興開発銀行

（出所）外務省経済協力局編『我が国の政府開発援助』1997年版、国際協力推進協会、159ぺ一ジ。
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を占めている。

3．日本から発展途上国・国際機関への資

金の流れ

　1989年に日本はODAの世界最大の供与国、

トップ・ドナーに踊りでるが、その地位が確定す

るのはユ993年以降である。この前後における日本

のODAの量的推移を概観してみよう。まず、冷

戦終了前後における日本と発展途上国との資金的

な関係の全体像を見てみよう。表3は、日本から

発展途上国・国際機関への資金の流れを1987年か

ら！998年までみたものである。資金の流れ総額で

は、このユO年余りの間に、かなりの上下動が見ら

れる。1989年に24ユ億3，300万ドルという一つの峰

を築くと、ユ993年までに160億ドル弱にまで落ち

込んでおり、国内の景気循環を反映して途上国へ

向けた対外資金移動は入れ替わりの激しい活況と

停滞を見せていた。93年以後、95年にかけて大幅

な資金移動の増大が見られるが、これは対ドル円

レートの急激な高進を織り込んでドル換算の資金

表3　日本から発展途上国・国際機関への資金の流れ

（単位1100万米ドル）

ユ987 1988 1989 ユ990 ユ991 ユ992 ユ993 ユ994 ユ995 ユ996 1997
ユ998＝対前年比（％）　　　　　一

贈与 2，221．1 2，907．7 3，037．3 3，014．O 3，383．2 3，763．O 4，498．7 5，299．2 6，434 5，576 5，039 4．9491　　　－1．8

無償資金協力
I

1，48ユ．3 ユ，815．2 ユ，900．7 ユ，680．ユ 2，O09．4 2，O09．5 2，627．7 3、ユ05．7 2，937 2，396 2，018
■　　．　　一　　■　　一　　一　　■　　．　　．　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　■ 一　　■　　1　　L　　L　　ロ　　一　　一　　一

2，ユ681　　　7．4　　　　　■

■　　■　　I　　I　　．　　一　　一　　■　　． 一　　一　　一　　一　　■　　一　　一　　一　　一 一　　一　　一　　一　　一　　一　　I　　■　　■ 山　　…　　…　　u　　…　　一　　一　　一　　一 一　　■　　一　　■　　■　　■　　■　　一　　■ ■　　■　　一　　一　　一　　一　　一　　一 一　　一　　一　　一　　一　　一　　■　　■　　一 ■　　1　　…　　0　　…　　u　　』　　山 」　　一　　」　　一　　一　　一　　一　　一 ■　　一　　■　　■　　I　　．　　■　　一

I．．■．．■■ 宙鼈鼈鼈鼈鼈鼈黶｡．．一．

技術協力 739．8 工，092．5 1，136．5 1，334．O ユ，373．8 ユ，553．5 1，87工．O 2，193．5 3，462 3，ユ8ユ 3，021
　　　　　I
Q．7821　　■7・9

政府貸与 3，026．5 3，5ユ4．2 3，74ユ．3 3，772．4 5，477．O 4，621．6 3，545．1 4，258．6 4，ユ23 2，780 1，574 3．6571　　132．4

二国間援助計 5，247．6 6，42ユ．9 6，778．5 6，780．4 8，860．2 8，384．7 8，043．7 9，557．8 ユO，557 8，356 6，6ユ3
8．6061　　30．1　　　　　一

国際機関出資・拠出 2，206．8 2，7ユエ．8 2，ユ86．4 2，282．3 2，092．O 2，766．4 3，215．2 3，680．7 4，ユ70 1，252 2，823
　　　　　■

Q．1261　　－24．7

政府開発援助言十 7，454．4 9，ユ33．7 8，964．9 9，068．8 10，952．2 ユエ，151．O 11，259．O ユ3，238．5 14，728 9，608 9，435 ユO，7321　　　ユ3．7

対GNP比（％） O．31 O．32 O．3ユ O．31 O．32 O．3 O．27 O．29 O．28 O．21 O．22
O．281　　　　■

対総資金比（％） 36．4 42．6 37．ユ 48．4 44．O 67．5 70．9 46．5 33．7 24．ユ 28．2 46．1，

輸出信用 一2，047．3 一ユ，838．5 一1，245．4 一ユ，024．7 一491．ユ 53．6 54．3 630．5 939 一185 一374 1．6201　　　　一
一　　一　　一　　■　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　I　　1　　一　　一　　一　　■ …　　L　　一　一　一　　一　■　■　　■ ■　　一　　一　　■　　．　　一　　一　　■　　． 一　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　一 ■　　I　　一　　一　　1　　0　　…　　皿　　u 一　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　■　　■ ■　　I　　■　　．　　■　　■　　一　　一　　一 ■　　■　　一　　一　　一　　一　　一　　一 一　　一　　一　　■　　川　　■　　■　　1　　I 」　　u　　L　　⊥　　L　　」　　一　　一 一　　一　　一　　一　　L　　一　　一　　一 一　　一　　一　　一　　一　　一　　一

直接投資金融等 286．7 ユ，4ユO．2 1，892．4 4，ユ0ユ．7 3，018．5 2，149．3 3，ユ56．3 528．O 3，793 ユ，930 4，733
　　　　　一

W．5601　　80－9
■　山　口　　］　　u　　』　　u　一　一　　一　　■　I　■　■　　■　　■　　． 一　　一　　■　　．　　一　　一　　一　　．　　一 一　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　■　　I 皿　　皿　　］　　L　　u　　一　　一　　L　　一 一　　一　　■　　■　　■　　■　　．　　■　　． ．　　．　　一　　．　　．　　一　　一　　一　　一 一　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　一 …　　■　　L　　L　　一　　一　　一　　一 一　　一　　一　　■　　■　　■　　一　　I　　■ I　　■　　一　　一　　■　　．　　．　　． ．　　．　　．　　．　　．　　一　　一　　一 一　　一　　一　　一　　一　　一　　一

国際機関への扁出資 一47．1 一2ユエ．ユ 869．9 289．9 54．2 ユ，062．7 63ユ．ユ 2，070．4 1，021 一67 12ユ 2．0761　ユ，617．O
一　　■　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　I　　一　　一　　■ 1　　…　　u　　L　　」　　一　　一　　一　　一 ■　　■　　1　　．　　．　　一　　一　　一　　． ■　　一　　一　　一　　■　　一　　一　　一　　一 一　　I　　一　　一　　■　　一　　I　　－　　1 山　　…　　L　　一　　」　　一　　一　　一　　一 ■　　■　　■　　I　　■　　■　　I　　．　　一 一　　一　　．　　一　　一　　一　　一　　一 一　　一　　一　　一　　1　　■　　一　　一　　I 一　　一　　…　　…　　u　　止　　L　　… …　　L　　u　　o　　…　　川　　… ト　　　一一一一一一

その他政府資金計 一ユ，807．8 一639．4 ユ，543．9 3，366．9 2，581．5 3，265．6 3，84ユ．7 3，228．9 5，753 1，678 4，480
12．2571　　173．6　　　　　　＝

政府資金言ト 5，646．7 8，494．2 10，508．8 12，435．7 13，533．7 ユ4，416．6 15，ユOO．7 ユ6，476．4 20，48ユ ユエ，286 13，195
　　　　　　」

Q2．9891　　74－2

対総資金上ヒ（％） 27．6 39．6 43．5 66．4 54．4 87．3 95．ユ 57．8 46．9 28．3 39．5 98．71

輸出信用 1，08ユ．3 2ユ9．3 686．8 12．4 615．6 一976．8 1，937．8 ユ，675．3 3，079 一ユ，427 一3，452 一3．9051　－13一ユ

直接投資金融等 ユ1，777．4 ユ1，oユ9．9 ユ2，579．8 5，467．7 ユエ，255．4 5，567．2 2，355．8 ユ3，O02．ユ ユ9，93ユ 32，555 24，143 8．5761　　皿64．5
一　　…　I　　一　一　　一　　一　一　一　　■　■　一　　一　一　　■　　■　I 一　　■　　．　　．　　一　　一　　一　　一　　■ ．　　■　　一　　．　　一　　一　　一　　一　　I 1　　1　　川　　…　　u　　一　　一　　一　　一 一　　一　　■　　I　　■　　■　　一　　一　　． 一　　．　　一　　．　　一　　一　　■　　一　　一 一　　一　　一　　■　　一　　川　　■　　…　　皿 一　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　■ ■　　■　　■　　■　　■　　I　　■　　一　　一 一　　一　　■　　一　　．　　一　　一　　一 一　　一　　一　　一 一

直接投資 　　　n．且．

黶@　一　　．　　一　　一　　一　　一　　．　　■

　　　n．且．

h　　■　　■　　I　　一　　一　　■　　■　　o

　　　n．且．

香@一　　一　　一　一　一　　一　一　　I

　　　n．且．

｡　　一　　一　　一　　一　　．　　一　　一　　．

　　n．a．
黶@　一　　■　　一　　■　　一　　■　　皿　　川

　　n、且、

v　　u　　…　　」　　一　　一　　一　　一　　一

　　n．且．

｡　　I　　一　　■　　．　　．　　一　　■

　　　n．且．

黶@　．　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　一

目，497 10，494 ユ5，126 1ユ，6ユ31　　－23．2
L　I　．　　■　■　　■　　．　．　．　　一　　一　一　　一　■　　一　　■　．

I

一　　■　　■　　一　　I　　－　　o　　一 一　　一　　一　　一
一

二国間言正券投資 n．且． n．且． n．且． n．且． n、曲、 n．且． n．且． n．且． ユO，434 22，06ユ 9，017 　　　　　　I－3．0371　　　一

国際機関への融資 ユ，864．5 ユ，5呂2．7 235．6 71ユ．4 一689．4 上3，043．8 一3，083．6 一2，870．3 一35 一581 一1，411 一4．5791　　－224．5

民間資金計 14，723．3 ユ2，82ユ．8 ユ3，502．ユ 6，19ユ．5 ユエ，18ユ．5 1，546．6 6ユ7．7 1ユ，807．1 22，975 28，392 19，280 921　　－99．5

民間非営利団体贈与 92．O 107．4 122．ユ 103．4 168．O ユ90．4 ユ59．1 2ユ2．5 216 232 223 　　　一Q031　　　　－9．O　　　一

資金の流れ言† 20，462．O 2ユ，423．4 24，133．O 18，730．6 24，883．5 ユ6，5ユ3．6 15，877．5 28，487．O 43，67ユ 39，9ユO 33，4ユ8 23．2821　　－30．3

対GNP上ヒ O．86 O．75 O．83 O．63 O．73 0．44 O．38 O．62 O．84 O．86 O．79
　　　　一
Z．611　　　　　一

（原注！）ネット・ディスバースメント。

（原注2）1994年までは外務省資料から作成。1995、ユ996年は外務省経済協力局編『我が国の政府開発援助」ユ997年

　　　　版から作成。

（原注3い987年～ユ994年の数値は卒業国・東欧向け数値を含まない。！995．1996年の数値はこれを含む。マイナス

　　　　値は回収超過。

（原注4）四捨五入の措置により、合計の不一致が生じる場合がある。

（出所）外務省経済協力局編『我が国の政府開発援助」1997年版、国際協力推進協会、230ぺ一ジ、海外経済協力基

　　　全編『海外経済協力便覧」1998年版、国際開発ジャーナル社、2ぺ一ジ。
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額が膨れ上がったこと、同時にこの円高騰を受け

て民間資本が為替リスクを回避するために途上国

へ積極的に進出したこと等の諸要因が重なったこ

とによる。したがって、相対的に円安が進む1996

年には資金総額のドル換算額も縮小を見せた。た

だ、次年ユ997年以後の国際金融危機が深化してい

く年月での様相は、円安の進行以外に、日本国内

の金融不安を背景として思い起こさなくてはなら

ない。アジア諸国を始めとする発展途上国が金融

危機下で資金を欲して苦吟している際に、資金の

出し手としては急速に縮減していく日本の姿を見

て取ることができる。ユ998年には前年比で30，3％

の減少を記録した。

　政府開発援助に目を向けてみると、こちらは

ユ995年までほぼ堅調に増大している。1987年に74

億5，440万ドルであったが、ユ995年までにユ47億

2，800万ドルヘと増大した。この増大は、特に

ユ993年から1997年の間に政策当局が設定した

ODA第五次中期目標にそって、援助量の増大が

政策課題にあがっていたこと、これを基調として

おり、90年代中盤においては円高によってドル換

算額が膨張することによって」層の額面の拡大を

見せている。中期目標は1996年にほぼ達成さ札た

こともあり、緊迫する財政事情も受けて同年には

ODA実績が縮減を見せるが、この縮減は国際機

関に向けた拠出・出資の端境期にあり、多国間援

助が大幅に減少するという特殊な理由によるとこ

ろも大きい。それに加えて、前年に比べて大幅に

円安が進行したこともあって、96年のドル額面の

援助量は減少した。ユ997年は国際機関に対する増

資が活発に行われた年であるものの、円安がさら

に進行したので、援助実績は微減している。

　97年9月に財政構造改革法案が政府内で合意さ

れ、実際に98年のODA予算は！0％削減を目指す

ことになる。しかし、内外の経済危機の昂進を受

けて改革は頓挫し、ODAも同年の追加予算措置

によって減少分が埋め合わされ、再び増勢に転じ

た。政府開発援助はこの年ユ07億3，200万ドル、前

年比！3，2％増の資金を途上国に供給する費目に

なった。

　ユ995年以前の増大期における政府開発援助の費

目にもう少し立ち入ってみると、この増大は贈与

によるところが大きいことに気づく。贈与部分は

ユ987年の22億2，ユ10万ドルから1995年の64億3，400

万ドルに3倍弱の増加を示している。他方、政府

貸付を見ると1987年の35億4，5ユ0万ドルから199ユ

年の54億7，700万ドルの最大値を計上した後、か

なりのアップダウンを経て1995年の41億2，300万

ドルヘ辿り着く。少し時期を延ばして見れば、

ユ997年に最大値の3割弱まで減額している。この

後のユ998年、先述のように、政府貸付は倍増し、

1998年の援助額の増大を支える主要因になるので

あるが。

　以上の推移の結果、ユ993年に贈与・政府貸付の

各量は交錯し、以後日本の二国問ODAにおいて

贈与部分のほうが多くなっており、今日に至って

いる。かつて（今日でもそう主張されるが）日本

0DAの大きな特色として強調されていた政府貸

付・円借款も、日本の0DA内で、その圧倒的な

地位を誇りつづけるというわけにはいかなくなっ

たようだ。

　国際機関等への拠出は一定の上下動を示しつつ

も、冷戦後の様々な地域開発金融機関の形成とと

もに増加傾向を見せていた。しかし、1996年には

出資・拠出年度の端境に当たっていたこともあっ

て前年の41億7，OOO万ドルから12億5，200万ドルヘ

と大幅な減少を見せた。その後、円安の進行も

あってそれまでの水準には達しないもgの・20億

ドル台に回復を見せている。

　政府開発援助の国際的目標である同援助量の対

GNP比率について見てみると（ユ978年のOECD

目標で対GNP比0．33％）、1992年にO．32％ともっ

とも近接したが、目標の達成という点では、ユ987

年以降今日まで達成された年は一年も無い。それ

ばかりでなく、1993年以後、当該比率は減少傾向

を示し、特にユ996年のO．2ユ％は日本ODA史上最

低を記録することになった。援助量世界最大の

トップ・ドナー日本の「量的評価」として、脳裏

に挟まなくてはならない指標である。

　発展途上国へ流れる資金総額に占めるODAの

割合について観察する≒、発展途上国に向けた資

金の出し手の「最終保証者」としての援助の位置

一28一



日本政府開発援助の課題とリーディング・ドナーへの変革

が浮かび上がってくる。民間資金の流れを重ね合

わせながら見てみよう。1990年代半ばは、急激な

経済成長を誇る発展途上国がエマージング・マー

ケットとして世界市場に登場し、「アジアの奇

跡」が喧伝されていたが、当該時期には日本から

途上国への資金の流れの太宗は民間資金であっ

た。直接投資金融が牽引力となって民間資金の増

加を支えており、また国際金融危機直前までは証

券投資による途上国への資金流入が直接投資金融

を超えて突出してきた。この中で政府開発援助の

資金総額に占める割合はユ996年の24．1％を底とす

る形で急速に縮小している。

　しかし、国際金融危機に突入するユ997年には、

証券投資の縮減を受けて民間資金の出足が止ま

り、円安の進行によってドル換算の援助額がさら

に減少したにも関わらず、同額が資金総額に占め

る割合は28．2％と漸増する。さらに1998年になる

と、民間資金はもはや途上国へ向けての資金供給

ルートとしては途絶したと言っても良く、前年比

で99．5％後退し、わずかに9，200万ドルを供給す

るに過ぎない。特に証券投資については、この年

回収超過を言己録した。この裏面として、ODAが

資金総額に占める割合は躍増し、46．1％となり、

よりタイトな条件で途上国に資金を供与している

政府部門（その他政府資金・OOP）もあわせる

と．、同年に政府資金は途上国向け資金の98．7％を

供給している。政府部門は国際金融危機下で細っ

ていく途上国向け資金の流れを何とか確保する役

割を果たしたのである。

　表の前部を見ると、バブル崩壊直後のユ992年と

ユ993年に民間資金移動はそれ以前の20分の1近く

まで低落している。その際、政府開発援助は日本

の発展途上国向け資金移動の7割前後を支えた。

政府部門全体で見れば、1993年に95．ユ％を供給し

ている。国内外の経済が不安定状況に湿潤してい

くとき、民間資金移動は著しい動揺を見せるので

あるが、他方で政府開発援助などの政府資金供給

は、発展途上国への資金の流れの供給保証を果た

しているわけである・

4．日本のODAの質的評価等

　以下では旧来DACの援助の質的評価基準に挙

げられてきたいくつかの指標にそって、日本の

ODAの質的評価を行う。ただし、本格的な比較

は、DAC諸国の国際比較に譲りたい。

①日本の二国間ODAの所得グループ別配分

　表4は二国間0DAの所得グループ別配分先を

見たものである。ユ994年からユ998年の最近5年間

をとったものであるが、日本ODAの重心がいわ

ゆる低所得国にあるものの、後発開発途上国に対

しではそれほど高い割合で供与しているとは言い

がたい。後発開発途上国では大規模な援助案件を

構成しにくく、いわゆる援助の吸収能力が低いた

め、大量の援助を消化することができないこと、

また、同諸国に対する援助は、贈与の供給が中心

になり、返済が発生する円借款は供与しにくい、

という面がある。このため、日本のODAにしめ

る後発開発途上国の割合はどうしても低いものに

とどまらざるをえない。ユ998年には後発開発途上

国向けのODAの割合がさらに低下し、前年比で

1．9パーセント・ポイント下げてユ3．2％となっ

た。量的には増大に転じているのだが、95年の水

準には及んでいない。実施にあたっての諸困難は

あるかもしれないが、援助の質を高めるために、

何らかの歯止め策が要請されるだろう。

　ただし、妻5にあるように最近ユO年をとってみ

れば、後発開発途上国向けの援助の比率は一端落

ち込んだものを盛り返しつつあった、と見ること

もできる。それにしても、ユ980年代末の水準を回

復しているわけではないのだが。援助額そのもの

は97年を除けば80年代末の水準を大幅に上回って

いる。

　援助の配分について別の角度から見てみよう。

表6は日本二国間ODAのユO大供与国、5大供与

国に対する供与額とその比率を示したものであ

る。5大供与国は90年代に入り、98年まで中国、

インドネシア、インド、フィリピン、タイで固定

しており、98年にフィリピンとパキスタンが入れ

替わっている。これら諸国に対して日本は一貫し
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表4　日本の二国間ODAの所得グループ別配分

（単位：100万ドル、％）

ユ994 ユ995 ユ996 1997 1998

年度 支出額 比率 支出額 比率 支出額 比率 支出額 比率 支出額 比率

後発開発途上国 1，477．6 15．5 1，603．2 15．4 1，177．7 14．3 987．3 15．1 1，ユ29．9 13．2

低所得国 4，388．4 45．9 4，223．5 40．5 2，708．1 33．O 2，023．8 3019 3，291．6 38．5

低中所得国 2，194．8 23．O 2，494．2 23．9 3，215．O 39．2 2，418．5 3619 2，710．1 31．7

高中所得国 25ユ．8 2．6 619．3 5．9 一85．7 ■
一34．6 353．2 4．1

高所得国 28．4 0．3 8．0 O．1 一121．6 ■
一ユ40．3 一48，8

分類不能 1，218．8 12．7 1，470．3 ユ4．1 1，3ユ3．8 ユ6．O 1，297．5 ユ9．8 1，117．O ユ3．1

合計 9，559．9 ユOO1O ユO，418．5 100．O 8，207．2 100．O 6，552．2 ユ00．O 8，533．1 100．0

（原注1）後発開発途上国（Le日st　am㎝g　Less　Developed　Comtries，LLDC）：国連開発計画委員会（CDP）によって認

　　　　足された、特に開発の遅れた途上国を指す。ユ997年で48ヵ国。国民一人あたりGDP699㌦以下、人口

　　　　7，500万人以下、幾つかの人的資源開発指数、および／もしくは経済構造脆弱性指数に達しない国を指す。

（原注2）低所得国（Low　Inoome　Countries）：1995年の国民一人当たりGDPが766㌦未満の国。1996年で23ヵ国・地

　　　　域。

（原注3）低中所得国（Lower　Midd1e　Inoome　Countries）：同上基準で766㌦以上3，036㌦未満の国・地域。5ユカ国・地

　　　　域。

（原注4）高中所得国（Upper　Midd1e　Income　Coun耐ies）：同上基準で3，036㌦以上938㌦未満の国・地域。24ヵ国・地

　　　　域。

（原注5）高所得国（High　Income　Co㎜tries）：同上基準で9，386㌦以上の国・地域。8ヵ国・地域。

（原注6）東欧・卒業国向け援助を除く。

（出所）外務省経済協力局編『我が国の政府開発援助』1997年版、国際協力推進協会・上巻・17ユベージ・同1999年

　　　版、上巻、ユ6ユベージより作成。

表5　日本の二国問ODAに占める後発開発途上国の割合

（単位1100万ドル）

暦　年

二国間援助計

ユ987　　1988　　1989　　1990　　ユ991　　ユ992　　！993　　ユ994　　ユ995　　1996　　ユ997　　ユ998

5．2486．4226．7796．7868．8608．3858．0449．560！0．4198．2076，552

後発開発途上国向け　　9881．1871．014　879　992　947ユ，ユ981．4781．6031．！78　987

同比率 1818　　18，5　　ユ5，0　　13．0　　1ユ．2　　ユ1，3　　14．9　　ユ5．5　　ユ5，4　　14．4　　ユ5．1

8，553

1，130

13．2

（出所）外務省経済協力局編『我が国の政府開発援助」1997年版、国際協力推進協会、上巻、ユ72ぺ一ジ、同1999年

　　　版、上巻、162ぺ一ジより作成。

表6　日本二国問ODAの10大供与国に対する供与額とその比率（ネット・ディスバースメント）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位1ユOO万ドル、％）

年　度

途上国計

5大供与国計

　　同比率

10大供与国計

　　同比率

1994

9，680．48

4，226．26

　　43．7

5，457．68

　　56．4

1995

！0，557．06

3，862．49

　　36．6

5，ユ53．15

　　48．8

ユ996

8，356．26

3，484．61

　　41，7

4，529．30

　　54．2

ユ997

6，612．59

2，352．76

　　35．6

3，ユ14．82

　　47．1

ユ998

8，650．90

3，54ユ．．54

　　41．2

4，793．30

　　55．7

（注）5大供与国1中国、インド、インドネシア、タイ、フィリピン（ユ998年を除く）、パキスタン（1998年）

　　ユO大供与国15大供与国に加えてパキスタン、エジプト、バングラディシュ、メキシコ等。

（出所）外務省経済協力局編『我が国の政府開発援助」1997年版、国際協力推進協会、上巻、162ぺ一ジ、同

　　　ユ999年版、上巻、152ぺ一ジより作成。
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表7　日本二国間ODAに占める贈与の比率（所得グループ別）

（単位1％）

暦　年

贈与比率（LLDC向け）

贈与比率（その他諸国）

1990

66．2

4ユ．2

ユ994

91．2

48．9

1995

．99．6

53．3

ユ996

ユ04．7

63．7

ユ997

109，2

74．6

ユ998

108．8

49．5

（注）債務救済を含むため、lOO％を超える場合がある。

（出所）外務省経済協力局編『我が国の政府開発援助」1997年版、国際協力推進協会、上巻、172ぺ一ジ、同1999

　　　年版、上巻、162ぺ一ジより作成。

て40％近い援助を供与しつづけている。10大供与

国まで含めるとその比率は50％から60％弱にまで

高まり、かつ対象国の固定傾向もかわらない。日

本ODAの集中傾向を見て取ることができる。

　これらの供与国の中には97年からの国際金融危

機で大打撃を受けたインドネシア・タイや、核実

験を強行して核不拡散体制を動揺せしめたイン

ド・パキスタンが含まれている。0DAにこ札ら

の問題における責任を過大に求めることは留保す

るにしても、「持続的経済成長と開発」「国際安全

保障を経済面から支援」といったODAの政策目

標に逆行する事態を作りだした国がlO大供与国の

内の4ヵ国を占めていることについて、先とは

違った意味でODAのあり方を反省するべき事態

になってい乱特に対パキスタン援助はアメリカ

の援助の肩代わりで1980年代後半から強化され、

その主目的の一つには「核実験の阻止」にあっ

た（5〕ことを考えればなおさらである。また、ユ0大

供与国の一つにエジプトが含まれるなど、アメリ

カの援助重点国に重なる国が含まれている。DAC

等援助レジ」ムの申の認識では、エジプトは既に

「援助漬け」で国家の経済状況が望ましくない状

態にあるとされている（6）のにこのパフォーマンス

は正当化されるものなのであろうか。

（5）対パキスタン援助と安全保障の関係については、

　　デニス・ヤストモ（渡辺昭夫監訳）『戦略援助と

　　日本外交』同文舘、ユ989年、第3章、95～12ユベー

　　ジを参照。

（6）援助とエジプトの経済パフォーマンスの関係につ

　　いては、Robe廿Zimme㎜an，Do脆「s，助Zo肌岬

　＆　D亭ρeπde几。ツ，　London：Lynne　Rienner，　ユ993，

　pp．ユ1ユー137を参照。

②日本の二国間ODAに占める贈与の比率

　表7は日本の二国間ODAに占める贈与の比率

を後発開発途上国向けとそれ以外とに分類して見

たものである。ユ990年には後発開発途上国に向け

たODAにおいても贈与の比率は66％程度にとど

まっていたが、ユ995年以降は贈与の比率がユOO％

に達している。また、その他諸国に対してもODA

に占める贈与比率は漸増している。

③日本二国間ODAの地域別配分

　日本の二国問ODAの地域別配分を、表8を通

じて考えてみよう。一見して明らかなようにアジ

アヘのODA供与比重が非常に高いことがわか

る。アジアに対する日本のODAはユ990年代に

人ってその割合を60％弱から1997年の46．5％にま

で下げたものの、依然として日本はアジアに最も

多額のODAを投与している。また、98年には国

際金融危機に対処するための緊急支援をアジア諸

国に行ったため、アジア向けODAの比率は再び

62．4％に高まった。特にASEAN諸国に対する援

助は27．4％と非常に高く、これだけでアジア外地

域への0DAに匹敵するほどである。

　他地域については96年までにアフリカや中南米

がその比率を次第に上昇させつつあり、同年には

それぞれユ2．8％と1ユ18％に達していたが、上記の

ような理由もあって、以後は比率を下げ、98年に

はそれぞれユエ．0％と6．4％になっている。

　1998年についてこの地域別配分を援助の形態と

重ねて見たものが表9である。目につくのは政府

貸付の供与地域がアジアに92．0％と一極的に集中

していることである。これは政府貸付・甫借款の

供与対象になる相対的に富裕な国がアジアに集中

していることの反映である。同時に日本ODAの
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表8　二国間ODA地域別配分（ネット・ディスバースメント）

（単位：ユOO万ドル、％）

年度 ユ980 1990 1994 1995 1996 ユ997 1998

額 比率 額 比率 額 比率 額 比率 額 比率 額 比率 額 比率

アジア 70．5 59．3 5，544 57．3 5，745 54．4 4，145 49．6 3，076 46．5 5，372 62．4
．． @一　■■　一　一　山I　…一　■I－I　一　一　一　一　■　■ 一　　一　　一　　．　　．　　■　　■　　一 一　　1　　I　　一　　■　　■　　一　　一 ■　　』　　o　　一　　一　　■　　一　一 ■　一　』　　u　I　一　　一　　一 一　　一　　■　一　　一　　一　』　一 一　　一　　一　　一　一　　一　　■　I ■　　一　■　　一　　一　⊥　　一　　一 一　　一　　一　　■　■　　■　　■　一 一　一　　u　　u　　■　o　　一　． ■　　1　　一　　一　　■　　I　　一　　一 …　　」　L　　一　　■　■　一　一 一　　．　．　　■　■　．　　■　L

北東アジア 82 4．2 835 12．O 1，505 15．5 ユ，606 ！5．2 869 10．4 530 8．O 王，2n ユ4．ユ

東南アジア 861 43．9 2，379 34．3 2，223 23．O 2，592 24．6 1，858 22．2 1，4ユ6 21．4 2，438 28．3

（ASEAN） 703 35．8 o　　n（（
S6冒目 33．1 ユ，884 ユ9．5 2，229 2｝．1 1，694 20．3 1，354 20．5 2，356 27．4

南西アジア 435 22．2 898 ユ2．9 1，758 18．2 1，435 ユ3．6 1，320 15．8 964 14．6 1，463 ユ7．O

中央アジア 49 O．5 67 O．6 80 O．9 ！45 2．2 228 2．7

コーカサス O O．O O O．O O O．O ユ2 O．2 14 O．2

その他 5 O．3 4 O．1 9 O．！ 44 O．4 18 O．2 9 O．1 19 O．2

中近東 204 ユO．4 705 ユO．2 75ユ 7．8 72ユ 6．8 56王 6．7 5ユ3 7，8 392 4．6

アフリカ 223 11．4 792 11．4 ユ，144 ユエ18 ユ，333 12．6 1，067 12．8 803 12．1 950 H．O

中南米 ユエ8 6．0 561 8．1 832 8．6 ！，142 10．8 986 n．8 715 10．8 553 6．4

大洋州 12 O．6 114 L6 127 ユ．3 ユ60 1．5 198 2．4 159 2，4 ユ47 L7
欧州 一2 ユ58 2．3 ユ35 ／．4 ！53 1．5 200 2．4 134 210 ユ44 1．7

東欧 ユ53 2．2 121 ユ12 138 ！．3 130 1．6 54 0．8 47 O16

分類不能一 23 ユ、2 494 7．1 1，148 1ユ．9 1，303 12．3 1，200 ユ4．4 1，2ユ3 18．3 ユ，048 ユ2．2

計 ユ，96ユ 100．O 6，940 ユOO．O 9，680 100．O ユO，557 100．O 8，356 ユOOlO 6，6！3 100．0 8，606 100．O

（原注1）四捨五入の処理のため、合計の一致しない場合がある。

（原注2）分類不能は行政経費等。

（出所）外務省経済協力局編『我が国の政府開発援助」！997年版、国際協力推進協会、上巻、ユ61ぺ一ジ、同ユ998年

　　　版、上巻、！19ぺ一ジ、同1999年版、上巻、151ぺ一ジより作成。

表9　日本ODAの援助形態別・地域別配分（ネット・ディスバースメント、1998年）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：100万ドル、％）

無償資金協力 技術協力 政府貸付等 ODA計
額 比率 額 比率 額 比率 額 比率

対前年比

アジア
■　■　■　　■　…　L　－　　L　一　…　　I　－　　I　一　一　一　一　■　■　　一

　935．37一　一　一　一　一　一　一　■　　I　■　一　一　一　1 　43．2一　一　一　一　一　一　　．　　1　■　■　一 　38．6…　o　－　　I　一　■　　一　一　一　■ 3，364．14■　一　一　一　L　1　　1　　I　一　一　　■　■　　．　■　■ 　92．0一　　一　一　　一　　山　…　■　　1　　I　一　一 　62．4一　一　一　　．　■　一　」　L　　－　0　　I 　　74．7一　一　一　■　■　　■　　■　一　一　口　　1　…　■　　一　　一

北東アジア 76．44 3．5 427．36 15．4 707．31 19．3 1，211．10 14．1 128．5

東南アジア 437．85 20．2 707．31 19．3 1，510．49 41．3 2，437．66 28．3 72．ユ

南西アジア 395，15 ユ8．2 1ユ1．04 4．0 956．72 26．2 1，462．92 ユ7．O 5ユ．8

中央アジア 12．9 0．6 25．64 0．9 ユ89．62 5．2 228．ユ5 2．7 56．9

コーカサス 11．3 O．5 2．26 0．ユ O．0！ 0．0 13．57 O．2 18．O

その他 1．72 0．1 ユ6．92 0．6 O．00 O．O 18．64 0．2 102．4

中近東 186．49 8．6 1ユ9．02 4．3 86．52 2．4 392．03 4．6 一23．6

アフリカ 636．28 29．4 193．97 7．O 1ユ9．93 3．3 950．29 1ユ．0 18．4

中南米 215．38 9．9 276．ユ6 9．9 6ユ．3ユ 1．7 552．86 6．4 一22．7

大洋州 80．63 3．7 48．62 ユ．7 17．92 0．5 147．17 1．7 一7．5

欧州 79．34 3．7 62．73 2．3 1．46 O．0 143．53 1．7 7．3

東欧 2．5ユ 0．ユ 40．86 1．5 4．06 0．ユ 47．42 O．6 ユ！．3

分類不能 34．01 1．6 ユ，008．74 36．3 5．26 O．1 ユ，048．OO ユ2．2 一13．6

計 2，167．60 100 2，781．76 ユ00 3，656．54 100 8，605．90 100 30．ユ

（原注1）四捨五入の処理のため、合計の一致しない場合がある。

（原注2）分類不能は行政経費等。

（出所）外務省経済協力局編『我が国の政府開発援助』1999年版、国際協力推進協会、上巻、！50ぺ一ジより作成。
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対アジア供与の高さがこの円借款によってもたら

されていることが理解できよう。

　贈与に目を向けると、無償資金協力、技術協力

ともにアジアが最も比重の高い供与先地域になっ

ている。ただし無償資金協力の場合、アフリカに

対する供与が相対的に高いなど供与先地域別の比

重が他の費目に比べて平坦である。

④日本の二国間ODAの分野別・形態別推移

　日本の二国間ODAの配分について、分野別に

どのような配分が行われているかを検討してみよ

う。表10は日本の1998年度二国間ODAの分野

別・形態別配分を約束額べ一スで見たものであ

る。二国間ODA全体で高い比率を示しているの

は経済インフラ・サービスに対する援助であり、

これが39．O％を占めている・この内容を援助形態

で区分してみると、経済インフラ・サービスヘの

援助は圧倒的に政府貸付・円借款によってなされ

ており、その割合は同援助の91．ユ％を占めている

ことがわかる。社会インフラ・サービスにおいて

は贈与が61．4％と過半を構成しているが、プロ

ジェクト形式の援助の中で贈与が過半を占める分

野はここにとどまっており、生産セクターに対す

る援助で政府貸付と拮抗しているぐらいである。

日本ODAにおける贈与の増大はありつつも、援

助の各分野においては依然として円借款が大きな

比重を占めていることがわかる。

　分野別推移を最近の数年にわたって見たものが

表ユエである。ここでもやはり運輸・エネルギー・

その他経済インフラ等の経済インフラ・サービス

分野へのODA拠出が常に40％近くを占めている

ことが理解できる。95年までは社会インフラ・

サービス部門が拡大しつつあったが、そこを頂点

に比率が減退し、98年には6．2パーセント・ポイ

ント下げて20．2％になっている。

5．日本ODAパフォーマンスの国際比較

以上のような日本ODAパフォーマンスは、国

表10　日本の二国間ODAの分野別・形態別配分（約東額べ一ス、1998年）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：100万ドル、％）
無償資金　　　　　　技術協力協　　力

贈与計 同比率
　　　　　＝
ｭ府貸付等「同比率　　　　　， 二国問I

nDA
対総額

Vェア
社会インフラ・サービス 650．55ユ，066．49 1，717．04 6ユ．4 　　　　　一?C077．63138．6 2，794．67 20．2

経済インフラ・サービス 246．57　　23ユ．29 477187 8．9 4，912．02191．ユ 5，389．88 39．0

生産セクター 321．64　　528．68 850，33 49．8 　　　一W58．811　50．2　　　一 1，709．14 12．7

マルチ・セクター 8．ユ7　　83．30 9ユ．47 15．2 508．78184．8 600．25

小計 1，226．94ユ，909．77 3，136，7ユ 29．9 7，357．24170．1 ユO，493．95

4，3

V5．9

?P．6プログラム援助等 59，49　　0．00 59．49 3．7 　　　　　」?C543．51196．3 ユ，603．00

債務救済 300．39 300．39 73．6 ！07．79126．4 408、ユ8 3．O

緊急援助 ユ14，36　　7，67 ユ22，02 ユOO．O l　O．O ／22．02 O，9

行政経費等 282．92　　905．60 1，ユ88，52 99．3 　　一W．051　0．7　　■ ユ，！96．57 8．7

総計 1，984，092，823．03 4，807．ユ3 34．8 9，Oユ6．59165．2 13，823．72 100．O

BHN 1，135．50ユ，364．79 2，500．29 58．8 　　　　　■?C753．6414ユ．2 4，253．93 30．8

（原注ユ）構造調整努力支援無償資金協力（ノンプロ無償）及び草の根無償、難民経費については、無償資金協力の

　　　　行政経費等の項目に含まれる。

（原注2）行政経費には開発啓発費を含む。

（原注3）四捨五入の処理を行ったため、合計の不突合のある場合がある。

（原注4）東欧および卒業国向け援助を含む。

（注）BHN（べ」シック・ヒューマン・二一ズ）に該当する費目は社会インフラ・サービス、生産セクターの農業

　　支援、行政経費等を指す。

（出所）外務省経済協力局編『我が国の政府開発援助」ユ997年版、国際協力推進協会、上巻、174ぺ一ジ、同ユ999年

　　　版、上巻、王64ぺ一ジより作成。
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表11　日本の二国間ODAにおけるセクター別

　　　シェアの推移

（単位：％）

ユ990 1995 ユ996 ユ997 ！998

運輸 19．O 18．8 24．2 21．3 23．5

エネルギー 5．3 22．7 ユ2，4 2ユ．1 12．7

その他経済インフラ 7．2 2．9 4．ユ 2．2 2．8

社会インフラ・サービス 19．7 26．7 20．9 22．8 20，2

生産セクタ」 ！7．ユ ユ1．7 17．5 15．6 ！2．4

マルチ・セクタ］ 0，7 ユ．2 4．9 3．3 4．3

プログラム援助等 3！．0 16．O 23．8 ユ3．7 24．ユ

（原注ユ）プログラム援助は債務救済、食料援助、緊

　　　　急援助、行政経費を含む。

（原注2）東欧および卒業国向け援助を含む。

（出所）外務省経済協力局編『我が国の政府開発援

　　　助」1999年版、国際協力推進協会、上巻、ユ63

　　　ぺ一ジ。

際的に見た場合とのような位置にあるものなの

か・本稿の冒頭でも述べたが、日本援助当局者の

一つの標語は「トップ・ドナーからリーディン

グ・ドナーへ」であるが、現状がその変化に見

合った軌道を描きつつあるかを検討する。

①DAC主要国から発展途上国・国際機関への

　ODAの流れ

　日本のODAのパフォーマンスをDAC主要国

間のそれと比較してみよう。表12はDAC主要国

から発展途上国・国際機関へのODAの流れを長

期で概観したものである。日本のODAはユ985年

以降、1995年までほぼ一貫した増大傾向を示して

いることがわかる。その結果、1985年に37億9，700

万ドルであった日本ODAはユ995年には144億

8，900万ドルと3．8倍化し、この期間申の増減率で

は、DAC主要国の中で飛び抜けて高い。．同時に

DAC諸国に占める日本0DAの割合も20％近く

にまで押し上げてきており、ユ994年に22．4％、

1995年に24．6％と高いステイタスを示している。

また、日本はユ989年にアメリカの援助額を上回っ

たのち、1993年に再びこれを上回り、以後DAC

諸国のなかでは最多量のODAを発展途上国・国

際機関に供給するトップ・ドナーになっている。

ただし日本の0DA量はユ996年には94億3，900万

ドルと前年比で34％縮減し、この縮減率は近年、

単年度では他に類を見ないものになってい㍍同

表r2　DAC諸国から発展途上国へのODAの流れ

（単位：ユ00万ドル、％）

年　度 ユ970 ｝971 1972 1973 ！974 1975 ！976 1977 ユ978 ユ979 1980 198！ 1982 1983 ユ984

日本 458 511 6ユ1 1，01ユ 1，ユ26 ユ，148 1，105 ユ，424 2，2ユ5 2，685 3，353 3，ユ71 3，023 3，76ユ 4，319
一　一　　一　　一　　■　一　■　⊥　I　　一　　一　　一　　一　一　一　．　．　　■　　一　　一　　止 一　I　I　一　　一　　一　　一 ■　I　I　　■　　■　　」　　」 一　　一　　一　　．　　一　　■　　■ ■　一　　一　」　　口　』　… ■　　一　　一　　一　　一　　一　　一 I　　■　一　一　　L　　山　…　一 一　　一　　一　　一　　一　　一　　． ■　一　一　」　皿　I　　■ 一　　一　　一　　一　　■　　．　　■　　■ 一　　u　」　　一　　■　　一　I 一　　一　　一　　■　　■　　■　　一 一　　一　　u　1　L　　一　　一　　一 一　　一　　■　■　I　－　L …　　I　　一　　一　　■　　一　　一 ■　一　」　　…　　一　I　　一　　一

アメリカ 3，050 3，324 3，349 2，968 3，439 4，O07 4，360 4，682 5，663 4，684 7，138 5，782 8，202 8，081 8，7ユエ

■　I　■　一　■　■　1　I　I　　一　　一　　一　　■　■　　■　一　　」　　1　■　一　　一 一　　一　　一　　一　　■　■　一 一　　u　　o　　■　　■　　一　　一 一　■　　■　　■　　一　」　u　1 I　　一　　一　　■　　一　　一　　一 一　　■　　．　　■　　一　　一　　一 …　■　　一　1　一　　一　I　一 ■　■　　■　　■　　一　一　　L I　　－　I　I　　一　　一　　一 ■　　■　　一　一　」　　…　一　I ■　I　　一　　■　一　　一　　一 ■　　一　一　u　I　　一　　一 一　　■　一　　一　一　一　　■　■ 一　　一　　一　　u　　－　　I　　一 一　　一　　■　　■　■　　■　」 一　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　一

イキ’リス 608 562 609 603 730 863 885 1，ユ14 ユ，465 2，！57 1，854 2，192 1，800 1，610 ユ，429

川　　…　1　　－　I　　…　■　　一　　■　■　一　一　」　　…　　一　　一　　■　一　I　■　． 、　　一　　一　　川　山　I　一 一　　一　　一　　一　　．　　■　　一 一　　一　　一　　一　　一　一　I　　一 一　　■　　I　　■　　■　　一　　一 …　　』　　■　　一　　一　　I　　一 一　　一　　一　　■　　■　　一　　■　　L I　　1　　1　　一　　一　　一　　一 一　　■　　I　　■　」　　」　… 一　　一　　I　　一　　一　　一　　一　　一 ．　　■　　■　　一　　■　　u　　■ ■　　一　　一　　一　　一　　一　　一 ■　　■　　■　　■　　L　　…　　u　　I 一　　一　　．　　．　　一　　■　　■ 一　』　　□　I　　一　　一　一 ．　　■　一　一　一　　u　一　一

ドイツ 599 734 808 1，ユ02 1，433 1，689 ユ，593 1，717 2，347 3，393 3，567 3，181 3，152 3，ユ76 2，782
一　　一　　一　　一　　一　　一　■　　■　一　　」　1　I　I　　■　■　■　一　．　　一　　■　　■ 一　　…　　■　　一　　I　　一　　一 一　　■　■　一　　」　　…　　一 一　　一　　一　　．　　．　　一　　■ 一　　一　　阯　　I　　1　　一　　一 一　　一　　一　　一　　．　　一　　一 ■　　■　一　」　…　1　一　　一 一　　一　　．　　一　　一　　．　　I 一　」　　…　　■　一　一　I 一　　一　　一　　一　　■　　■　　■　　■ ■　　』　　…　I　　一　　■　一 一　　一　　．　　■　　■　　■　　一 」　…　　一　一　　一　　一　一　　一 ■　．　　一　　I　一　一　」 一　I　　■　　一　　■　■　　」 …　　I　　I　　一　　一　　一　　I　　0

フランス 97ユ 1，075 ユ，320 1，46ユ 1，6！6 2，09ユ 2，146 2，267 2，705 3，449 4，162 4，ユ77 4，034 3，815 3，788

DAC言十 6，83！ 7，691 8，538 9，35！ 11，317 13，585 ユ3，953 ユ5，733 ユ9，992 22，820 27，296 25，568 27，777 27，590 28，738

日本の対DAC比 6．7 6．6 7．2 10，8 9，9 8．5 7．9 9．1 ユ1．1 11．8 12．3 12．4 ユO．9 ユ3．6 15．O

日米の対DAC比 51．4 49．9 46．4 42．6 40．3 37．9 39．2 38．8 39．4 32．3 38．4 35．O 40．4 42．9 45．3

年　度 ユ985 ユ986 ユ987 ユ988 ユ989 ユ990 ユ99ユ ユ992 ユ993 ユ994 ユ995 ユ996 ユ997 ユ998

日本 3，797 5，634 7，342 9，ユ34 8，965 9，069 ユO，952 11，ユ51 1ユ，259 13，239 ユ4，489 9，439 9，358 1O，640
一　　一　　一　　■　　一　　■　＾　　■　　一　一　一　一　」　　山　　⊥　　］　　』　■　I　一　一 一　　■　　■　　一　一　」　L 一　　一　　一　　一　　一　　一　　一 ■　　■　　一　　一　　一　」　　…　　一 一　　■　　一　　一　　一　　一　　一 一　　L　　－　　1　　一　　一　　一 ■　■　　一　　一　L　…　　…　I I　　I　　一　　一　　一　　一　　■ ■　　一　　一　　」　　一　　■　一 ■　　一　　．　　■　　■　　■　　一　　一 I　　一　　一　　一　　一　　■　一 ■　一　」　　一　　■　．　　一 ■　■　　一　」　　L　　■　L　」 ■　　一　　一　　一　　一　　一　　一 一　一　　■　．　　■　一　一

アメリカ 9，403 9，564 9，ユ15 10，ユ41 7，676 n，394 11，262 11，709 10，ユ23 9，927 7，367 9，377 6，878 8，786
I　1　1　　一　　一　　一　　■　　一　　一　　一　　一　　一　　■　一　　■　一　　一　．　　一　　■　　■ L　　』　　1　　I　　一　　一　　一 ■　■　■　■　　■　一　　」 1　　1　　1　　I　　I　　一　　一 ■　I　一　一　一　一　」 一　　一　　一　　一　　一　　．　　一 一　　〇　I　　一　一　　一　　一　　一 一　　一　　．　　一　　■　　■　　■ 一　』　　一　　1　■　一　I ■　一　　一　』　皿　I　　一　一 ■　　■　　一　　一　　⊥　　一　　L 一　　一　　■　　．　　■　　一　　一 …　　…　　■　■　■　一　　一　　■ 一　　一　　一　　■　　■　　一　　． I　　■　　1　　一　　一　　」　　■

イギリス 1，53ユ 1，737 ユ，871 2，645 2，587 2，638 3，201 3，243 2，920 3，197 3，157 3，199 3，433 3，864
■　■　■　■　I　一　一　…　u　」　L　一　一　一　一　一　■　一　一　」　… 一　　一　　一　　一　　一　　一　　一 一　　一　　一　　川　　一　　一　　一 一　　一　　一　　一　　一　　一　　■　　■ 一　　L　　一　　一　　I　　I　　一 ■　■　■　　一　　一　」　　一 一　　一　　■　　■　　■　　■　　■　　一 一　　一　　一　　■　　一　　L　u 一　I　■　I　．　．　　■ u　　一　　■　　I　　一　　■　　一　　■ 1　I　　一　　一　　一　　一　　一 一　　■　■　」　　…　　…　I 一　　■　I　　一　一　　一　　■　一 ．　　■　　I　　I　　一　　一　　■ ■　　一　　■　　」　　1　　…　　一

ドイツ 2，942 3，832 4，391 4，731 4，948 6，320 6，890 7，583 6，954 6，818 7，524 7，60ユ 5，875 5，58ユ
一　　一　　一　　一　　■　　■　■　　一　　一　．　一　■　．　　一　　一　　一　　■　■　■　■　一 一　　一　　一　　■　■　■　一 一　　■　　一　　一　　一　　一　　一 一　　一　　■　　■　　■　　一　　一　　一 I　　■　　一　　一　　■　　一　　■ 一　　一　　I　　－　　I　　一　　■ ■　．　　■　　■　　一　　一　」　L 」　　L　　L　　一　　』　　■　　■ 一　　一　　一　　一　　■　　■　　一 一　　一　一　　一　　■　　■　一　　」 一　　一　　一　　．　　一　　■　　■ ■　■　一　　阯　　皿　一　　川 1　I　　一　　一　　一　　一　　一　一 ■　　■　　■　　．　　一　　一　　■ ■　　■　　1　　」　　■　　I　　一

　　一tフンス 3，995 5，105 6，525 5，463 5，835 7，｝63 7，386 8，270 7，915 8，466 8，443 7，451 6，307 5，742

DAC言十 29，248 36，663 4ユ，850 47，027 45，741 52，96ユ 56，678 60，850 56，498 59，156 58，894 55，485 48，324 5ユ、888

日本の対DAC比 13．O 15．4 17．5 19．4 19．6 17．1 19．3 ユ8．3 ユ9．9 22，4 24．6 17．O 19．4 20．5

日米の対DAC比 45．！ 41．5 39．3 41．O 36．4 38．6 39．2 37．6 37．8 39．2 37．王 33．9 33．6 37．4

（出所）OECD，DAC，Dω鵬エ。Pmε加Co－oPerα士joη，various　yearsより作成。
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表13全世界から開発途上国への資金の流れ

　　　　　　　　　　　　（支出納額べ一ス、名目値、単位：10億ドル）

暦　年 1985 ユ986 1987 ユ988　　ユ989　　1990　　199！　　ユ992 1993　ユ994 1995　1996　1997
公的開発資金 43．9 55．8 6ユ．5 60，8　　69，4　　76，5　　84，8　　78．6 83，4　86．2 89，3　78．ユ　76．8

政府開発援助 32．6 43．9 48．2 47，5　　48，6　　50，6　　57，4　　57．4 56，0　60．3 59，8　57，9　49．8

二国間 24，6 35．0 38．3 36，4　　36，3　　37．2　　4ユ．3　　4ユ．3 39．4　4ユ．3 40，6　39，1　32．3

多国問 8．O 8．9 9．9 1！．0　　12，3　　13，4　　16．ユ　　16．1 16，6　19．0 19，2　18．9　ユ7．5

その他公的資金
I　　L　』　　L　　」　　L　　1　　一　．　．　　■　．　．　　一　　一　　一　　一　　一

　ユエ．3I　■　■　I　o　1　一　一　I
29，5　20，2　27．0一　一　1　■　1　■　■　一　一　　　　一　一　一　一　一　一　■　1　■　　　　…　一　一　一　■　I　■　一　一

輸出信用
■　　』　　■　　一　　一　　一　　一　　一　一　一　　■　1　皿　　L　　－　　L　　」　　」

　4．0一　　一　■　一　　I　■　．　　一　　一
　5．6　4．O　－4．4一　一　■　■　I　山　川　」　一　　　　一　■　■　■　．　■　．　一　■　　　　一　一　一　I　I　1　山　L　一

民間資金 30．O 26．7 33．7 39，6　　45，2　　43，6　　50，8　　77．3 81．9ユ26．6 168．3282．．6252．1

全資金フロー 77．9 81，8 92．6 98．5　115．5　129．6　136．2　ユ56．9 ユ62．3219．1 263．2364．7324．5
援助の比率 4ユ．8 53．7 52．1 48，2　　42．ユ　　39，0　　42，1　　36．6 34，5　27．5 22，7　15．9　ユ5．3

（原注1）1990年から1992年の非ODA債務救済分は除く。

（原注2）非OECD及び非DAC諸国からのフローを含む。

（原出所）ユ993年DACプレスリリース、98年DAC議長報告。

（出所）外務省経済協力局編『我が国の政府開発援助』国際協力推進協会、1993年版、上巻、308ぺ一ジ、同1999年

　　　版、上巻、224ぺ一ジより作成。

時にDAC諸国のODAに占める割合も下がり、

ユ7．0％になった。その後98年に若干の量的増大と

DAC諸国の供給するODAに占める割合の回復

を見せている。

　他の諸国についてはアメリカが1992年以降、

0DAの減少トレンドを示している。そ札以外の

主要国は！990年および91年に比較的規模の大きい

拡大を見せたのちに一進一退の状況を見せてい

る。DAC全体としてのODA量も王992年の608億

5，OOO万ドルを頂点に漸減してきており、国際援

助レジーム全体の「援助疲れ」を感じさせるもの

になっている。96年以降の援助量の低迷において

は、先に述べた日本の縮減による影響が大きいこ

とも付記しておく。

②資金の流れ全体の動向等

i．全世界より開発途上国への資金の流れの推移

　日本の分析で行ったことと同じようにODAの

流れを途上国向け資金の流れ全体の中で位置づけ

てみたい。まず、資金の流れ全体の特徴である。

表ユ3は全世界から開発途上国への資金の流れの推

移と、そこに占める0DAの割合を見たものであ

る。途上国への資金流入は1996年まで増大を続

け、1985年の779億ドルからユ996年の3，647億ドル

ヘと4．6倍に増大している。ODAは1991年に格段

の増大を見せた後、若干の上下動を見せっつユ994

年の603億ドルで頂点を記録し、その後漸減傾向

を見せつつも頂点近傍に留まっていたが、97年に

61億ドルの急減を見せ、同年498億ドルを計上し

ている。途上国への資金流入総量に占めるODA

の割合は90年代に入って急速に低落し、1986年の

53．7％から1996年の15．3％へ縮小している。同じ

時期にODAに入れ替わるように民間資金が途上

国への資金移動の本流をつかさどるようになった

ことも見て取れる（7）。

ii．DAC主要国から発展途上国への資金の流れ

　表ユ4はDAC主要国から発展途上国・国際機関

への資金の流れ全体を長期推移で見たものであ

る。ユ984年以降、日本は、若干の上下動を伴いつ

つも1989年まで途上国に供与する資金量において

増大傾向を示してきた。同時にDAC諸国からの

資金の流れに占めるステイタスも高め、全体の資

金の流れに対する比率において、1985年に25．7％

を占めた。これ以降2割の資金量を供給してい

る。ただし1992年に日本の資金量がユ61億5，400万

ドルと前年比で30％以上ダウンする収縮を示した

（7）開発資金ソースにおける公的部門から民間部門へ

　の転換については、神沢正典『世界経済と開発金

　融」ミネルヴァ書房、1995年を参照。
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表14DAC諸国から発展途上国への資金の流れ

（単位：lOO万ドル、％）

年　度 1970 ユ971 ユ972 ユ973 1974 ユ975 1976 ユ977 ユ978 ユ979 ユ980 1981 1982 1983 1984 ユ985

日本 1，824 1，824 2，725 5，844 2，962 2，880 4，O03 5，535 10，703 7，603 6，815 12，23ユ 8，889 7，896 11，746 ユエ，6ユ9

アメリカ 6，340 7，045 7，574 8，346 4，549 17，864 12，370 12，433 16，170 ユ8，808 13，852 26，374 30，159 23，037 28，585 ユ，816

イギリス ユ，247 ユ，587 1，46ユ 1，473 2，440 6，579 7，572 6，8ユ3 9，338 ユ3，494 ユ2，219 11，863 6，264 6，ユ02 4，83ユ 2，463

ドイツ 1，487 1，9ユ5 1，756 1，807 3，ユ76 4，962 5，523 6，084 7，56ユ 7，332 ユO，633 8，087 6，959 7，O07 6，507 5，749

フランス ユ，835 1，636 2，082 2，773 3，363 3，944 5，316 5，212 7，929 8，764 11，631 n，496 ユ3，586 9，334 8，897 8，874
■　一　一　　一　　一　　一　一　　一　　一　　一　　一　　一　　一 I　　一　　一　　I　　o　　山　　u u　　一　　」　　一　　一　　」　　」 一　　一　　」　　一　　一　　一　　I 一　　I　　一　　一　　一　　一　　一　　一 一　　一　　一　　■　　一　　一　　． ．　　．　　．　　一　　一　　一　　一 一　　一　　一　　一　　〇　　…　　I　　1 ’　　一　　一　　一　　一　　一　I 一　　一　　一　　一　　一　　一　　一 一　　一　　一　　一　　■　　川　　L　　一 一　　一　　」　　」　　」　　一　　一 一　　一　　一　　川　　］　　一　　u 一　　■　　■　　一　　■　　■　　■ 一　　■　　■　　■　　一　　■　　I ■　　■　　一　　■　　一　　一　　．　　．

DAC言十 15，803 ユ8，285 19，693 24，628 22，358 44，824 46，025 5ユ，526 70，704 75，943 75，356 91，390 84，188 69，389 79，ユ02 45，163

日本の割合 1ユ．5 10．O 13．8 23．7 13．2 6．4 8，7 10．7 ユ5．1 1O．O 9，O 13．4 ユO．6 11．4 ！4．8 25．7

日米の割合 51．7 48．5 52．3 57，6 33．6 46．3 35．6 34．9 38．O 34．8 27．4 42．2 46．4 44．6 5ユ．O 29．7

年　度 ユ986 1987 1988 ユ989 1990 199ユ 1992 1993 1994 1995 1996 ユ997 ユ998

日本 14，579 ユ8，571 18，919 2ユ，995 ユ7，229 24，490 ユ6，154 15，877 28，487 42，295 38，088 29，509 17，902

アメリカ 18，23ユ ユ3，82ユ ユ7，505 16，383 11，093 20，756 33，942 58，235 59，738 46，984 55，731 74，991 48，187

イギリス 6，684 3，492 4，289 9，468 6，527 5，623 9，308 7，337 ユ1，964 13，382 22，470 ！9，659 12，136

ドイツ 7，889 8，843 11，8ユエ ユ2，4ユ6 13，560 ユ3，098 8，92王 ユ5，366 23，948 21，197 20，815 ユ9，785 21，926

フランス 9，ユ76 7，094 5，411 5，262 5，705 6，478 ユO，831 ユO，902 12，7ユ7 王2，477 17，486 ユ3，979 8，402
一　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　一 一　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　一 一　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　■ 一　　一　　一　　一　　一　　■　　一　　．　　一　　一 ■　　■　　一　一　I　I　．　．　　一　　一 ■　　一　　一　　一　　■　　一　　一　　一　　一　　一

DAC言十 69，80ユ 64，807 80，475 87，801 76，434 94，662 109，994 ユ35，4ユ3 ユ65，893 ユ65，182 195，449 ユ88，764 ユ80，794

日本の害u合 20．9 28．7 23．5 25．1 22．5 25．9 ！4．7 1ユ．7 17．2 25．6 19．5 ！5．6 9．9

日米の害」合 47．O 50．O 45．3 43．7 37．1 47．8 45．5 54．7 53．2 54一．O 48．O 55．4 36．6

（出所）0ECD，DAC，DeUeエ。ρmm川。－oμrαf｛o〃，wious　ye肛sより作成。

時以降、全体に占める割合はユO％代に落ち込んで

いる。資金量そのものはユ994年、ユ995年と拡大基

調を示しているが、ユ996年に減少に転じ、98年に

はユ79億200万ドルまで落ち込んだ。

　DAC全体としてはユ985年を谷底にして（451億

6，300万ドル）資金量はしばらく低迷するが、ユ99ユ

年以降再び拡大に移っており、かつそのぺ一スを

早めている。DACからの総資金量は1996年に

1，954億4，900万ドルに達しており、ユ990年比で

2．5倍になっている。90年代の拡大を主導してい

るのはアメリカからの資金量の増大であり、1997

年には749億9，9ユ0万ドルに達している。

iii．DAC主要国から発展途上国への民間資金の

　流れの比較

　民間資金の動向とODAの動向を比較してみよ

う。表ユ5は、DAC主要国から発展途上国へ流れ

る民間資金の推移を見たものであり、それに資金

総額やODA比率など参考指標を添付したもので

ある。DAC諸国からの民間資金流入は、債務危

機が絶頂に達した85年の収縮を始めとして、ユ980

年代にははっきりした増大傾向を示していない。

そしてユ980年代末まで、ユ980年の水準を回復する

ことはなかった。日本はこの時期に途上国への民

間資金移動の3割から4割を支えており、資金移

動が収縮するユ985年やユ987年にはそれぞれ85％、

74％を受け持った。

　ユ990年代に入って民間資金移動はエマージン

グ・マーケットの活況に支えられ、急速に増大を

始める。ユ990年に97億9，000万ドルまで大収縮し

た民間資金はユ997年にユ，29ユ億3，600万ドルとユ3．2

倍に膨れ上がった。ここでの主役はアメリカの民

間資金であり、1990年の23億5，600万ドルの回収

超過から、1997年の653億800万ドルにまで回復し

ており、民間資金移動の51％を占めてい乱日本

の民間資金は、おりからの不況のあおりを受けて

急速に縮減し、1993年には6億1，800万ドルにま

で縮小した。それ以後一旦回復基調に入り、1996

年には274億6，900万ドルまで回復しているが、経

済危機に湿潤される97年以降再び後退を始め、

ユ998年には37億4，400万ドルの回収超過を計上し

た。

　DAC諸国の途上国への資金移動総額に占める
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表r5　DAC主要国からの民間資金（PF）の流れの長期推移とODA推移との比較

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：100万ドル、％）

年　度 ユ980 1985 1986 1987 1988 1989 ユ990 ！99ユ 工992 1993 1994 ユ995 ユ996 1997 1998

日本 1，958 8，022 9，586 14，723 ユ2，822 ユ3，502 4，690 10，788 ユ，547 6ユ8 H，807 22，046 27，469 ユ5，953 一3，744

アメリカ 4，301 一9，278 7．437 4，395 3，203 7，325 一2，356 7，599 17，666 45，405 46，330 35，642 42，726 65，308 36，112

イキ’リス ユO．4ユ0 378 4，447 ユ，136 1，082 69 2，934 1，527 5，328 3，837 8，ユ99 9，482 18，808 ユ6，025 7．919

ドイツ 6，Oユ9 ユ，466 2，378 2，357 5，09ユ 5，495 4，374 3，578 18 5，712 ユ2，609 1ユ，683 工1，975 13，518 15，695

フランス 6，742 3，671 3，031 一65 一783 一ユ，630 一2，287 一ユ，918 1，701 2，455 3，837 3，7ユO 10，3ユ8 7，579 2，85ユ

L　　一　一　一　一　　I　　■　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　一　一　　一 一　　．　　．　　一　　一　　一　　1 ■　一　「　一　　一　　■　I ．　　一　　一　　I　　■　　■　　… 一　L　一　一　　一　■　．　　■ ．　　一　　■　．　　一　　一　　■ ■　　口　　L　　一　　一　　一　　一　　一 ■　　■　　．　　．　　I　　．　　一 一　　■　」　L　　一　　一　一　I ．　　■　　■　　一　　一　　一　　一 川　　」　　一　　一　　一　　一　　」　　一 ■　　一　　．　　．　　■　　I　　I 一　　一　　一　　…　　u　　一　　一　　一 ■　　■　．　　一　　一　　一　　一 一　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　一 L　　皿　　一　　一　　一　　■　　■

DAC言十 40，403 9，43ユ 26，734 19，929 27，820 2呂，8ユ3 9，790 25，701 34，291 65，3ユ6 90，238 90，411 ユ28，88ユ ユ29，ユ36 109，926
．　　一　一　　．　　一　　一　I　　I　　一　一　川　　」　　■　　L　　一　　一　一　　■ 一　　一　　1　　L　　一　　一　　一 一　　■　．　．　　一　　一　　一 一　　■　　…　　L　　一　　一　　一 ．　　．　　．　　一　　■　　．　　一　　■ 一　　一　　一　　一　　一　　皿　　一 一　　■　　I　　■　　．　　一　　■　　． 一　　一　　一　　■　　一　　I　　一 止　L　一　　■　　■　　一　　■　一 一　　I　　■　　o　　一　　一　　一 一　■　■　I　　■　　一　　一　　一 一　　一　　一　　一　　一　　一　　一 一　　■　　■　　■　　．　　．　　一　　一 一　　■　I　　一　　一　I　山 u　　L　一　　一　一　　一　　■　　■ 一　　一　　一　　一　　一　　■　　一

うち日本の害］合 4．8 85、ユ 35．9 73．9 46．1 46．9 47．9 42．O 4．5 O．9 ユ3．ユ 24．4 21．3 12．4 一3．4

DAC資金総書十 75，356 45，ユ63 69，80ユ 64，807 80，475 87，80ユ 76，434 94，662 109，994 ユ35，4ユ3 ユ65，893 ユ65，182 195，449 188，764 180，794
■　一　I　　I　■　．　　一　　一　　一　　一　　一　一　．　I　I　　－　　L　一 ■　　一　　一　　．　　一　　一　　一　　I 皿　u　　L　　一　　一　一　　一　　一 ■　　．　　一　　一　　一　　一　　一 1　　…　　一　　一　　一　一　　一　　■ 一　　一　　I　　■　　■　　．　　一 一　　I　　－　　1　　L　　一　　」　　一 一　　一　　一　　I　　－　　1　　． 一　　一　　一　　一　　一　　…　　一　　一 一　　■　　I　　．　　．　　一　　． 一　　一　　一　　■　　I　　u　　u　　一 一　　一　　一　　一　　一　　L　　」 一　　一　　一　　一　　■　　■　　■　　． 一　　一　　一　　一　’　　■　0 u　一　一　一　一　■　■　　■ 一　　一　　一　　I　　1　　皿　　口

うち民間資金上ヒ 53．6 20．9 38．3 30．8 34．6 32．8 ユ2．8 27．2 3ユ．2 48．2 54．4 54．7 65．9 68．4 60．8

日本反問資金比 2．6 17．8 13．7 22．7 15．9 15．4 6．1 11．4 1．4 O．5 7．ユ 13．3 14．ユ 8．5 一2．ユ

うちODA上ヒ 36．2 64．8 52．5 64．6 58．4 52．工 69．3 59．9 55．3 41．7 35．7 35．7 28．4 25．6 28．7

日本ODA上ヒ 4．4 8．4 8．ユ 1ユ．3 ユエ．4 lO．2 1ユ．9 11．6 10．1 8．3 8．O 8．8 4．8 5．O 5．9

（出所）表14に同じ。

表16DAC諸国ODA全体に占める主要国のシェア

（単位：％）

年　度 ユ970 ユ975 ユ980 ユ985 1990 ユ995 ユ996 1997 1998

日本 ユエ．2 9．3 ユ5．5 14．3 ユ7，1 23．5 17．O 19．4 20．5

アメリカ 33．5 3ユ．8 24．ユ 3ユ．8 2ユ．5 14．6 16．9 14．2 ユ6．9

イギリス 8．7 6．9 6．5 5．2 5．O 5．4 5，8 7．ユ 7．4

ドイツ 10．9 12．8 ユ3．1 10．1 n．9 12．1 13．7 12．2 ユO．8

フランス 10．ユ lO．9 8．9 10．8 13．6 ユ4．3 ユ3．4 ユ3．ユ 1ユ．1

DAC計 ユ00 100 100 ユ00 100 ユOO ユOO ユ00 ユ00

（出所）表14に同じ。

民間資金の割合、ODAの割合を表の下部に示し

ている。ユ980年代後半は民間資金が20％から40％

弱の間を推移しており、途上国への資金移動を支

えた根幹はODAにあったことがわかる。ODA

はこの時期、50％から60％強の割合を占め、1990

年には70％近くに達している。1992年までこの傾

向は継続しており、途上国への資金供給は公的部

門の支持に過半を依存していたことがわかる。

1993年にODAと民間資金の割合は逆転し、その

後は民間資金の急速な拡大にしたがって、同資金

の割合はユ997年に68．4％に達したが、次年は民間

資金が縮小したため、当該割合も60．8％まで低落

した。

③DAC主要国のODAパフォーマンス比較

i．質的指標

　日本のODAのパフォーマンスをいくつかの質

的指標を通じて検討してみよう。表16は、DAC

諸国のODA全体に占める主要国のシェアを一覧

したものである・1970年からユ990年まではアメリ

カが首位にたち、かつ他の諸国を1O％近く上回る

パフォーマンスを示しているが、1990年代に入っ

てその割合を急速に下げ、ユ4％から！7％の間を推

移している。日本はユ995年に向かってシェアを漸

増させ、1995年には23．5％を占めるなど、アメリ

カにかわってトップ・ドナーの地位を占めてい

る。その後若干比重を下げたが、98年には再び

20．5％を計上している。

　表17はDAC主要国のODA対GNP比を見た

ものである。日本は一貫してDAC平均を下回っ

ており、かつその数値を下げている。ユ996年には

0．20％にまで下がり、DAC21カ国の中で20位に

までなった。その後は回復基調を見せ、98年に

0．28％にまでなっている。1978年のDAC目標で
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表17DAC主要国ODAの対GNP比
（単位1％）

年　度 1970 ユ975 ユ980 ユ985 ユ990 1995 1996 ユ997 1998

日本 O．23 0．24 0．32 0．3ユ O．3ユ 0．28 0．20 0．22 0，28

アメリカー O．3ユ 0．26 O．27 0．24 0．20 O．ユO 0．ユ2 O．09 0．10

イギリス O．37 0．39 0．35 0．33 0．27 O．29 O．27 O．26 0．27

ドイツ O．32 O．39 0．44 0．46 0．42 O．3ユ 0．32 O．28 0．26

フランス O．66 O．44 0．64 0．62 0．60 0．55 O．48 O．45 0．40

DAC平均 O．34 O．33 O．38 O．34 0．33 0．27 0．25 O．22 O．24

（出所）表ユ4に同じ。

表18DAC主要国ODAのグラント・エレメント
（単位：％）

年　度 ユ970 ユ975 ユ980 ユ985 ユ990 1995 ユ996 1997 ユ998

日本 67．2 70．2 74．3 73．6 77．ユ 82．3 78．4 78．8 81．3

アメリカ 86．4 85．4 90．5 96．O 99．ユ 99，2 99．6 99．ユ 99－1

イギリス 8！．5 96．9 96．4 99．5 99．9 97，6 100．O ユOO．O 1OO．O

ドイツ 80．4 84．8 89．3 89．ユ 89．1 91．4 92．O 94．9 97．2

フランス 82．6 90．7 90．O 89．ユ 89．6 9ユ．7 91．O 92．1 92．2

DAC平均 84．1 88．5 89．9 9ユ．0 93．3 92．ユ 92．0 9ユ．8 93．5

（出所）表14に同じ。

表19DAC主要国ODAに占める贈与の割合
（単位：％）

年　度 1970 ユ975 1980 ユ985 ユ990 1995 ユ996 1997 1998

日本 38．6 35．4 40．O 47．5 38．1 48．8 34．1 45．0 41．8

アメリカ 63．7 58．ユ 72．6 88．9 94．7 98．ユ 99．2 98．ユ 98．2

イギリス 49．5 91．ユ 93．4 98．6 98．7 97．6 100．O 95．9 95．8

ドイツ 53．9 55．8 72．ユ 76．9 75．5 79．9 77．7 84．3 88．ユ

フランス 73．7 83．ユ 80．9 78．1 74．5 8ユ．8 82．9 82．4 78．ユ

DAC平均 63．4 69．3 75．2 80．8 78．5 78．6 76．8 78．9 79．5

（出所）表ユ4に同じ。

あるO．33％を上回っているのはフランスのみであ

り、フランスは値を下げつつも、相対的に良好な

パフォーマンスを示している。

　表ユ8はDAC主要国ODAのグラント・エレメ

ントを見たものである。グラント・エレメントは

供与される資金の譲許1性を示す数値であり、贈与

をユOO％とし、数値が高いほど市場調達条件より

緩やかな条件で資金を供与していることを示す。

　日本はODAの大分枝に円借款を抱えているた

め、グラント・エレメントは相対的に低くならざ

るを得ない。それでも1980年にグラント・エレメ

ント74．3％であったものを1995年までに82．3％に

まで高めている。ただし、他の諸国と比較する

と、主要国が軒並み90％以上の値を示しているの

で、やはり見劣りがする。当然日本の数値はDAC

平均を下回っており、かつユ0パーセント・ポイン

トの格差がある。

　表19はDAC主要国のODAに占める贈与の割

合を比較したものであ孔グラント・エレメント

と同じ理由で日本の場合、円借款が援助の申で大

きな位置を占めるため、ODAに占める贈与の割

合は著しく低い。ただし長期的な推移を見ると、
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1970年代には他の主要国も贈与の比率がとびぬけ

て高いわけではなく、かつ各国とも贈与の害。合を

次第に増加させでいっている。これに対して日本

は贈与の比率を増大させるパフォーマンスを示し

ているとは言いがたく、1995年に48．8％を計上し

た後、その比率を下げ、98年には4ユ．8％になって

いる。当然DAC諸国中では最低の比率である。

ii．DAC主要国の所得グループ別ODA配分比

　較

　表20はDAC主要国の二国間ODAの配分先を

所得グループ別に分類し、そこから後発開発途上

国向けの援助の割合を取り出したものである。日

本はユ980年代に他の主要国やDAC平均に比肩し

うるほどのパフォーマンスを示していたが、90年

代に入って相対的なパフォーマンスは劣化した。

同時に他のDAC主要国が後発開発途上国に向け

た援助の比重を高める申で、日本は後発開発途上

国向け援助をそれほど増大させできていない。

ユ980年に日本の比率は31．6％であり、ユ985年に漸

減して28．5％になっているが、1990年には比率を

ユOパーセント・ポイント以上下げて17．1％になっ

てい乱それ以後は若干の回復基調にあるがユ997

一ユ998年時点でも20．8％にとどまっている。同諸

国に対するDAC諸国の二国間ODA配分割合の

平均値かが90年代にかなり増加している事態と好

対象をなしている。円借款がODAの大きな部分

を占める日本の場合、債務救済措置を仰ぐことの

多い後発開発途上国には借款を供与しにくい。通

常パリ・クラブにおいて公的債務における債務救

済のスキームが確定するまでは、追加的な借款の

供与は控えることになっているからであ乱後発

開発途上国の債務破綻が目立ちはじめた1980年代

後半以降、同諸国に対する円借款の供与は困難に

なり、自然、円借款供与はアジア諸国など相対的

に富裕な国に集中することになった。この結果、

後発開発途上国への二国間ODA供与比率が下が

ることになったのである。

　日本の割合は、1990年代でDAC主要国の中に

おいて最低であり、かつDAC平均も下回ってい

る。同分野において、DAC主要国で好パフォー

マンスを示しているのはイギリスとドイツであ

り、特にイギリスはDAC平均を7からユOパーセ

ント・ポイントも上回る供与割合を後発開発途上

国に振り向けている。

；ii．DAC主要国のODA分野別配分比較

　表21はDAC主要国が二国問ODAにおいてど

のような分野に配分を行っているかを比較した表

である。

　日本の場合、配分上の特徴として、経済インフ

ラ・サービスの比重の高さが目につく。日本は

1970年代から同分野に対して40％弱の0DAを振

り向けてきており、近年もその割合を高め、1997

年には41．4％を同分野に拠出している。

　他の分野について見ると、社会インフラ・サー

表20　DAC主要国の所得グループ別ODA配分の比較

（単位：％）

後発開発途上国向けODAの全体に占める割合
高所得国向け0DA
@の占める割合

年　度 ！975 ユ980 1985 1990

1995

?X96

ｽ均

ユ997

?X98

ｽ均

1995

P996

ｽ均

1997

P998

ｽ均
ユ4．O 31．6 28．5 17．ユ 20．8 20．7 一〇．2 一ユ．2

ユ9．2 16．O 19．5 ユ5．5 27．ユ 30．5 22．O 一1．O

日本

Aメリカ

Cギリス

hイツ

tランス

20．6 3！．ユ 35．7 29．ユ 4ユ．3 39．5 0．2 0．1

22．2 30．4 32．8 23．5 30．2 30．O 一〇．2 O．6

ユ5．3 16．5 29．7 ユ8．O 26．8 28．0 ユ4．6 16．6

DAC全体 20．O 29．O 29．1 22．4 30．1 32．2 5．5 2．2

（原注）多国間機関による援助に該当するものを含み、地域を特定できないものは含まない。

（出所）表ユ4に同じ。
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表21DAC主要国のODA分野別配分比較（二国間援助、ネット・ディスバースメント）

（単位：％）

社会インフラ・サービス 経済インフラ・サービス　　　生産セクター 食料援助

年度 1975 ユ985 1995 1997 ユ975 ユ985 1995 ユ997　1975 1985 1995 1997 1975 1985 1994

日本 3．3 18．5 24．1 20．2 36．6 37．3 45．1 4114　20．3 26．6 11．4 、3．7 1．2 1．4 O．4

アメリカ 817 ユ7．5 32．2 3ユ．O 2．3 3．2 9．0 ユ0．5　4．ユ ユ6．3 ユ4．4 0．2 2915 ユ2．9 ユ1．5

イギリス 4．8 26．8 29．4 27．ユ 3．4 19．2 16．4 10，3　54，4 27．2 14．3 3．O 1．8 2．6 3．8

ドイツ 23．4 33．7 37．9 39．3 ユ7．7 20．1 20．4 16．2　ユ7．7 21．3 ユO．O 2．2 3．ユ 3．2 2．O

フランス 53．7 42．5 42，O 43．8 ユ3．O ユ7．6 8．6 8．5　ユ6．6 16．4 7．2 2．5 2．O 1．O 1．1

DAC平均 20、ユ 24．4 30．5 28．8 20．4 16．5 23．7 2114　ユ3．7 2ユ．3 10．6 2．4 13．ユ 6．4 3．2

　年　度

日本

アメリカ

イギリス

ドイツ

フランス

DAC平均

ユ975

0．1

8．8

5．0

2．6

5．1

5．9

1985

8．3

4ユ、7

9．4

5．3

7．ユ

18．2

ユ995

2．6

8．6

8，7

6，5

8．7

5．8

1975

32，4

38，6

26，3

28．0

3，6

28．9

ユ985

7．9

8，4

14，8

ユ6，4

15，4

13．2

！997

28．8

4ユ、5

53，4

40，2

42，0

40．9

（注ユ）1997年度より、「食料援助」項目は分離さ札て報告されていない。「その他」1995年、1998年欄は掲載費

　　　目から単純減算したもの。

（出所）表14に同じ。

ビス（水道、衛生その他）に対する援助は各国と

も力を入れている分野であるが、フランスの力の

入れようが他の主要国を上回ってい机食料援助

については1994年までしか資料を得ることができ

ないが、ここではアメリカの配分の高さが目につ

きやすい。

iv．DAC主要国のODA地域別配分比較

　表22は、DAC主要国における二国間ODAの

地域別配分を比較している。DAC主要国がそれ

ぞれ重点的にODAを拠出する地域が存在するこ

とが見てとれる。

　日本の場合、やはりアジア向け拠出が圧倒的で

ある。グロネ・ディスバースメソドベースで見る

と、「その他アジア・大洋州」向けODAは日本

0DAの半分を占めている。これに「南アジア・

中央アジア」を加えるとほぼ70％近い援助がアジ

ア地域に投下されていることがわかる。

　アメリカの場合は「中近東・北アフリカ」が重

点地域であり、ユ997年には37．2％の援助を拠出し

ている。エジプト・イスラエル向け援助がアメリ

カの援助の太宗をなしていることを考慮すれば

もっともな傾向である。

　イギリス、ドイツ、フランスは「サブ・サハ

ラ・アフリカ」に向けた援助が多く、特にフラン

スは二国間ODAの過半を同地域に振り向けてい

る。ドイツも同じく「サブ・サハラ・アフリカ」

に向ける援助量が多いが、DAC主要国の中では

相対的に各地域に偏りなく配分を行っていること

が理解できる。イギリスもサブ・サハラ向け援助

が多いが、「南アジア・中央アジア」向け援助に

も力を割いている。植民地体制時代に宗主国で

あった地域に対しての力の配分が相対的に大きい

ことがわかる。

v．受入れ地域別に見たDAC主要国の二国間

　ODAプレゼンス

　二国間0DAを受け取る地域から見た場合、

DAC主要国の0DAはどれほどのプレゼンスを

しめているか、これを表23で見ることにする

（ネット・ディスバースメント・べ一ス）。

　ODAの供与国（ドナー）側に一定の力点を置

く地域が存在するが、DAC主要国の重点地域は

受入れ側においても当該DAC主要国が最大ド
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表22　DAC主要国のODAの地域別配分比較（グロス・ディスバースメントに占める害恰）

（単位：％）

地域 サブ・サハラ・アフリカ 南アジア・中央アジア その他アジア・大洋州

年度 1975 1980 ｝985 ユ990 1995 ユ997 ユ975 1980 ユ985 1990 ユ995 1997 ユ975 1980 ユ985 ！990 ユ995 ユ997

日本 5．4 ユ5．3 9．6 ユ3．5 1！．6 10．2 32．5 34．4 19．6 16．9 20．5 2ユ．7 49．9 36．O 53．4 52．5 49．7 5L4

アメリカ 7．3 20．3 16．2 14．2 21．9 20．6 27．6 ユ9．6 9．O 10．6 8．ユ ユO．9 18．1 9．5 6．6 7．3 7．6 1ユ．ユ

イギリス 28．3 40．4 39．5 50．4 46．2 43．3 41．O 35．3 35．9 26．9 23．3 21，6 11．6 8．7 8．2 ユO．5 11．6 8．6

ドイツ 20．8 35．2 33，9 38．4 24．5 25．2 27．ユ ユ9．2 17．9 ユ2．1 12．1 12．3 9．2 9．9 15．8 ユ3．3 22．4 24．5

フランス 46．8 49．4 52．7 59．5 53，4 5ユ．3 4．2 9．9 4．4 3．8 2，4 2．1 ユ1．1 17．4 19．4 ユ9．6 20．4 2！．4

■　　I　　一　　．　　■　　一　　一　　一　　一　　I　　L　　一 一　　一　　一　　一　　一　　I 一　■　　一　　L　－　　I　　1 ．　一　一　一　■　　1　　　　…　　一　　一　　一　　　■　　■ 一　　一　　．　　一　一　　． I　　…　　…　　一　　一　　一　　一 ■　　．　　一　一　一　　一　　一 u　一　　一　　一　　一　　■ 一　一　一　■　　一　一 一　　一　　一　　■　　皿　　一 一　　一　　■　　I　　．　　一　　■ 一　　一　　I　　－　　1　　■ 一　　一　　■　　I　　．　　一 ■　　．　一　一　一　一 一　　一　　一　　■　　■　　I ．　　一　．　一　一　一

DAC全体 23．3 3ユ．9 28，7　34．4 32．6 29．5 2ユ．2　23．ユ ユ4．O 12．4 ユ2．ユ ユ3．3 ユ6．9 ユ6．4 ユ8．9 22．3 26．1 27．3

地　域 中近東・北アフリカ・欧州 中南米・カリブ海地域 参考・ネット・ディスバースメント（1997／1998平均〕

年度 ！975 1980 1985 1990 1995 1997 1975 1980 1985 1990 1995 1997 サブサハラ 南アジア 祖アジア 中近東 中南米

日本 7，4 7．6 8．8 8，8 7．6 7．4 4．8 6．7 8．6 8．2 10．6 9．3 ユ8．4 23．2 39．6 7．7 ユエ．O

アメリカ 32．4 38．1 48．5 49．3 4ユ．7 37．2 14．6 ユ2．5 ユ9．7 18．6 20．7 20．2 33．8 13．8 10．6 24．8 16．9

イギリス 6．2 8．6 8．7 4．5 9．9 6．9 12．6 6．9 7．7 7．8 9．ユ 19．6 45．7 23．8 ユ。．9 5．7 14．O

ドイツ 30．3 23．3 2ユ．9 25．ユ 29．O 23．9 ユ2．6 ユ2，4 10．6 11．1 ユ2．0 ユ4．2 35．6 ユエ．3 22．7 16．O ユ4．4

フランス ユ4．5 16．2 ユ7．3 13．4 ユ8．6 ユ9．1 23．4 7．1 6．2 3．7 5．2 6．O 48．2 4．O 22，9 19．6 5，4
■　　一　　■　　■　　■　　．　　一　　一　　一　　一　　■　　… 一　　一　　一　　一　　I　　． 一　　一　　一　　■　　■　　u　　L I　　■　　■　　I　　．　　一 一　　一　　一　　一　　〇　　… 一　　一　　一　　■　　■　　一 一　　一　　一　　一　　一　　…　　… 一　　一　　」　　■　　I　　． ．　　一　　一　　一　　一　　一 ■　　止　　L　　一　　」　　■　　■ ■　　一　　一　　一　　一　　一 ■　　1　　1　　u　　一　　］ ■　　I　　■　　．　　一　　一 一　　一　　■　I　I　1　　I　　一 一　　■　　■　　■　　■　　．　　．　　一 一　　一　　一　　■　…　　’　L　⊥ 一　　一　　■　　■　　■　　．　　一 一　　一　　一　　一　　’　1　　止　　L

DAC合計 ユ8．9 18．6 25．4 19，3 20．4 ユ6．4 14．1 9．9 13．1 ユエ．6 12．8 13．6 36．6 15．3 22．4 12．7 13．1

（原注）1997年度は1997年度と1998年度の平均。

（出所）表14に同じ。

表23　受入れ地域別に見たDAC主要国二国間ODAのプレゼンス（ネット・ディスバースメント）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：ユOO万ドル、％）

サブサハラ
地　域 南・中央アジア

その他アジア 中　近　東 中　南　米
東　　　欧ユ ロ　シ　ア］

アフ　リ　カ 大　洋　州 北アフリカ カリブ海地域
一　　一　　一　　■　　．　　一　　一　　一　　一　　一　　一 一■皿L一■■一 u一一．一一一■…… 一一 ｡．一一．．一 u0■…L

u　　一　　■　　■　　I　　一　　■　　一　　一 一　　一　　■　　I　　■　　一　　u　一 I0⊥L一■ ｡■一一一一一一一一
L　　一　　一　　一

1985／11997／ 1985／11997／ 1985／1／997／ 1985／ 1997／ 1985／「！997／

年度 86平均198平均 86平均198平均 86平均198平均 86平均 98平均 86平均」98平均
　　　一P9961！997 　　　一P99611997

i

　　一
W671　627DAC，OD＾計 8．864112，298　　　■ 5，ユ9015，131　　　一 4．20817，5ユO　　　一

4，870 4，624
3，020；4，388　　　一 1．3851　692　　　■

日本 　　■X．O　l　ユ2．1　　一 　　一Q8．7136．3 35．7142．5 4．8 14．6 　　一P0141　20．2　　一
14，71　7，6　　一 　　一Z．41　0．9　　一

　　」P4，91　6．Oアメリカ
ユ7．21　ユ2，O　　； ユ6，21　1ユ．4　　一

70．6 24．7
47．61　16．3　　一 9，31　5．4　　一 48．51　49．9　　一

　　IV．O　l　ユO．6
　　一
Q．7＝　7．3イギリス

5．3＝　8．5　　一 2．9；　3．3　　■

1．／ 3、ユ
8．8≡　7．3　　一 　　一

?DO1　／0．8

ドイツ 　　一?n．9＝　！1．4 　　一P1．8≒　8．3 　　一
V．91n．3 6．2 ユ4．1 　　■PO．21　12．4 　　一Q3．4＝24．6 　　一R9．2＝　ユ8．2

フランス
17．51　ユ7．3　　一 5．7；　3．4　　一 12，11　ユ3．5　　■

8．2 20．3
6，51　5．4　　1 ユ6．5！1　　一　　■

　一
@一

DAC計
工OO．OlユOO．O　　　一 100．01100．O　　　一 ユOO．01100．O　　　一

ユOO．O 工OO．O
ユOO．O；ユOO．O　　　一 ユOO．OlユOO．O　　　一 lOO．OlユOO．O　　　■

（注1）東欧1ブルガリア、ハンガリ］、ポーランド、ルーマニア、スロバキア。ロシア：ロシア、ウクライナ。

（柱2）1996年度のフランスはDACに対して東欧、ロシアを区別して報告していないため、DAC分類における「よ

　　　り発達した途上国（Comtrie日and　Territo㎡es　in　Transition）に対するフランスの公的援助（Officia1Aid，1996

　　　年に709．4百万㌦）の、同諸国向けDAC全体の公的援助（同年4306．1百万米㌦）に対する割合を掲載した。

（注3）1997年度のフランスは東欧・ロシア地域に対する公的援助の報告を行っていない。

（出所）OECD，DAC，Dωε伽m舳f　Co－oρεrαf士。π，v肛ious　yea∫s，『国際協力便覧」2000年度版、国際協力銀行より作

　　　成。

ナーとして振る舞っている地域であることが理解

できる。日本の場合、「その他アジア・大洋州」

すなわち東アジア、東南アジアにおけるプレゼン

スが非常に高いことがわかる。1985／86年段階に

おいてDAC主要国から同地域に供与される二国

間ODA42億800万ドルの35．7％を占めていたが、

ユ997／98年にはその比重をさらに高め、総額75億

ユ，000万ドルの42．5％を占めている。同時に日本
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は「南アジア・中央アジア」においても最大の供

与国として存在している。

　いくつかの他のDAC主要国と比較しよう。ア

メリカの場合、イスラエル、エジプトヘの集中援

助を反映して、「中近東・東アフリカ」において

他を圧するドナーとして振る舞っていることがわ

かる。！985／86年段階では当該地域に対する二国

間ODAの70．6％を占めていた。近年は少しDAC

諸国間に比重が拡散し、特にフランスと日本が同

地域における比重を高めている。また、「中南

米・カリブ海地域」でもユ985／86年段階において

は同地域向け二国間0DAの半分近くを供与して

いた。しかし、／997／98年には同地域における

トップドナ」の地位を日本にあけわたしている。

これら二つの地域に対しては1980年代にアメリカ

の安全保障目的による援助が投下されたが、それ

が直接同地域におこる有ガドナーとしての地位に

結びついていたこと、このような援助が停止され

れば、援助の枠組みにおけるプレゼンスが後退し

ていくことを示している。

　アメリカの近年における最有力プレセンスを示

しうる地域として、新しくロシアを付加しなくて

はならない。ロシア向け援助はODAと換算され

ないが、公的援助の枠組みではアメリカが1997年

の同地域向け二国問援助の49．9％を占めている。

　フランスについて同じように概観してみると、

フランスが旧宗主国であった国が多い「サブ・サ

ハラ」地域においてトップドナーの地位を占めて

いることがわかる。ユ985／86年にはDAC二国間

0DAに占めるフランスの割合は17．5％と首位で

あり、1997／98年にはその割合を17．3％と同程度

の水準を維持している。「中近東・北アフリカ」

においても相対的に高い地位を占めており、アフ

リカ大陸において有ガドナーとして振る舞う姿を

見て取ることができる。

　ドイツについては、その二国間ODAを供与さ

れる側から見ても、プレゼンス上の極端な地域的

偏りを見せること無く一定の割合を占めているこ

とが理解できる。しかし、東欧やロシアに対する

援助でははっきりとしたプレゼンスを示してお

り、東欧においてはユ997年に同地域向けDAC二

国間0DAの24．6％を占めて最大ドナーの地位を

確保している。

Vi．トップ・ドナー日本の姿

　以上から導出されるDAC内での日本の姿は、

確かに量的にはトップ・ドナーであるが、旧来の

国際援助レジームで目標とされてきた質的指標に

ついてなかなか充足ができず、それも他の国がそ

れなりに目標に接近する中で、改善の方向すら明

らかでない、というものであり、質量ともに万

全、という水準には至っていない。この点から見

るとリーディング・ドナーとして援助レジーム内

の主導権を握るには、足場に不安があるというこ

とを指摘しなくてはならない。

6．日本ODAと政府予算

　日本ODAのパフォーマンスを叙述す．るにあ

たって、最後に政府財政との関係を見なくてはな

らない。1990年代末に日本財政は甚だしい逼迫状

況を示し、財政構造改革が打ち出されるなどした

が、他方で内外経済の危機的状況が深化する申

で、日本政府は改革を停止し、破綻的状況を省み

ず、再度財政拡張に転じた。この状況下で、ODA

予算も、それを取り巻く財政環境が一変し、それ

までにない新たな展開を見せた。

　表24は1996年から1999年までの一般会計予算に

しめる0DAの位置を見たものである。ここで目

に付くのは、1998年の財政構造改革の発動下で

0DA予算は前年比ユO．4％の削減を受け、ユ兆473

億円にまで縮減していることである。その前々年

度、前年度では対前年比で一般歳出の伸びを上回

る伸びを示しており、そこまでは厳しさを増しつ

つある財政状況の申で、相対的に優遇された地位

をこの年度まで維持しつづけていることを見て取

ることができる。その後、98年中に財政構造改革

は停止され、ユ999年度ODA予算は一層の刈り込

みを受けることは無くなった。しかし、少なくと

も同予算が財政総体との関係で全くの特権的地位

を保持しつづけることはありえない、ということ

が明かになったわけである。

　ODA予算は以上の一般会計予算に加えて財政

投融資や各省庁の特別会計、さらに国際機関に対
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表24　一般会計予算およびODA予算推移

（単位：億円、％）

年度 1996 1997 1998 ユ999

予算額 伸び率 予算額 伸び率 予算額　伸び率 予算額　伸び率

一般歳出 43！，409 2．4 438，067 ユ．5 445，362　　一ユ．3 468．827　　5，3

ODA ユ1，452 3．5 11，687 2．ユ ユ0，473　－10．4 10．489　　0．2

公共事業 97，ユ99 4．O 98，462 ユ．3 89，853　　－7．8 94．307　　　5

防衛 48，455 2．6 49，475 2．1 49，397　　－O．2 49，332　　－O．2

社会保障 ユ42，879 2．6 145，50ユ ユ．8 ユ48．431　　　2 ユ60．950　　8，4

文教・科学 62，270 2，5 63，486 ユ．9 63．457　　　0 64．731　　　2

その他 319，640 lO．8 335，833 5．1 331．330　　2．6 333．549　　0，7

合計 751，049 5．8 773，900 3．O 776．692　　0．4 8！8．601　　5．4

（原注）一般歳出には産業投資特別会計への繰入等で整理していた金額を含む。

（出所）外務省経済協力局編『我が国の政府開発援助』ユ997年版、国際協力推進協会、145ぺ一ジ、同1999年版、

　　　103ぺ一ジ。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　表25　日本のODA予算

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位1億円、％）

年　度　　　　　1996 ユ997 1998 1999

予算額 伸び率 構成比 予算額 伸び率 構成比 予算額 伸び率 構成比 予算額 仲ひ率 構成比

贈与 8，ユ94 一20．9 45．5 10，380 26．7 5ユ．5 8，863 一ユ4．6 51．2 9，284 4．7 49．2

借款 9，805 O．4 54．5 9，767 一0．4 48．5 8，458 一ユ3．4 48．8 9，58！ 13．3 50．8

事業規模 17，998 一10．6 ユOO．O 20，147 ユ1．9 ユOO．O 17，321 一ユ4．O ユOO，O 18，864 8，9 ユOO．0

回収金 一2，788
一 ’ 一3，381 I 一 一3，431 ■ 一

一3，413
一 ’

事業予算 15，210 一13，9 ’ 16，766 10．2 … 13，891 一17．1
… 15，452 11．2 ’

一般会計予算 11，452 3．5 1 11，687 2．ユ
■ 10，473 一ユ0．4

■ 10，489 0．2 1
（出所）外務省経済協力局編『我が国の政府開発援助」1997年版、国際協力推進協会、！43ぺ一ジ、同ユ999年版、133

　　　ぺ一ジ。

する国債での払込（出資国債）（8）を含めて事業予

算を構成する・表25はこの関係を大づかみに見て

いる。ここでも1998年の事業予算の縮減が目立っ

ており、事業予算規模（1兆3，89ユ億円）では、

一般会計予算の縮小規模を上回る17．ユ％の減少を

見せた。ただ、あわせて注意するべきは、その翌

年度に一般会計の伸び率O．2％をはるかに上回る

ユ／．2％の拡大を見せ、1兆5，452億円を計上して

いること、また借款向け予算が拡大の基幹にある

ことである。

　事業予算の構成についても．う少し立ち入ってみ

ると、表26のようになる。最下の財源表から読み

取れるように、予算の主な構成要素は一般会計、

財政投融資、出資国債であり、当該費目でグロス

（8）外務省経済協力局編『我が国の政府開発援助』

　　1993年版、上巻、300ぺ一ジ。

の事業予算の90％以上を占めている。1998年度の

事業予算の減退には、一般会計予算と出資国債の

減少が与えた影響が大きかったが、1999年の予算

拡大に際しては、財政投融資の拡大の資するとこ

ろが大きかった。

　以上の変動の意味するところを推し量るため

に、表27を参照しよう。これは一般会計予算と事

業予算の推移を援助の費目別に見たものである

が、両予算の差額が最も大きいのは借款部分であ

る。例えば、1999年度に借款は一般会計予算で

3，2ユ6億円を計上し、他方事業予算で9，581億円を

計上している。事業予算に占める一般会計予算の

割合は33．6％であり、同年度の贈与における割合

79．3％よりはるかに小さい。一般会計と事業予算

との差額分は主として借款に利用されていること

が看取しうる。また、今次の0DA予算拡大に資

する財源費目が財政投融資であり、支出形態が政
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表260DA事業予算の財源と援助形態別歳出項目

（単位：億円、％）

年　度 1996 1997 1998 1999

予算額 増減率 予算額 増減率 予算額 増減率 予算額 増減率

グロス予算 17，998 一10．6 20，147 ユエ．9 17，321 一14．O 18，864 8．9

ネット予算 15，ユ20 一13．9 ユ6，766 10．2 13，894 一ユ7．1 15，452 11．2

回収金 一2，788 一 一3，381 一
一3，43ユ

一 一3，413 L
歳出項目

無償資金協力 2，772 1．8 2，814 1．5 2，536 一9．9 2，495 一ユ．6

技術協力 3，762 5．7 3，881 3．2 3，760 一3．ユ 3，794 O．9

国連機関等諸機関 749 6．3 76ユ ユ．6 757 一〇．6 806 一〇．9

国際開発金融機関 910 一73．0 2，924 22ユ．2 1，810 一38．1 2，189 20．9

円借款 9，805 O．4 9，767 一0．4 8，458 一13．4 9，581 13．3

財　　源

一般会計 1ユ，452 3．5 1ユ，687 2．ユ 1O，473 一ユO．4 10，489 O．2

外務省予算 5，73ユ 3．5 5，851 2．ユ 5，568 一4．8 5，582 0．3

その他18省庁’ 5，72ユ 3．6 5，836 2．O 4，950 一16．O 4，907 O．04

特別会計 183 7．4 ユ76 一3．8 ユ45 一17．6 132 一9．O

出資国債 369 一87．ユ 2，385 546．5 ユ，375 一42．3 1，370 2ユ、4

財政投融資 5，995 一〇．7 5，889　　一ユ．6 5，328 一9．7 6，573 23．4

（注1）1998・99年度は16省庁。

（出所）外務省経済協力局編『我が国の政府開発援助』1997年版、国際協力推進協会、上巻、145ぺ一ジ、同1999年

　　　版、上巻、138ぺ一ジより作成。

府貸付・借款であることを合わせて見て取ると、

日本ODA予算は一般会計の動向を緩衝し、諸事

態に弾力的に対応するための機能を、外部の財

源・財政投融資においていることが分かる。ただ

し、ODA予算の太宗は一般会計にあるのであ

り、政府の財政状況が予断を許さない下で、今後

のODA予算は限定された予算環境の下での運営

を想定しなくてはならない。

I1日本政府開発援助の改革とその
含意

　はじめに述べたように政府開発援助を取り巻く

政策環境が激変する申で、一方では新しい開発課

題に対応する形で政府開発援助を組み換えする要

請が醸成されつつあり、他方で国内的には、日本

ODAは財政構造改革のもとで始めて財政制約を

経験することになった。

　内外の環境変化に対応して0DAのありようも

変革を余儀なくされていくわけであり、実際に援

助政策当局を始め、関係業界も含めて様々な援助

改革構想を打ち出してきた。援助実施体制の改変

については既に述べたが、あわせて以上の改革構

想が日本政府開発援助を国際援助レジームの中で

より主導的な立場に立ち、アクティブなプレー

ヤーとして押し上げる、リーディング・ドナーへ

の変革を指向していたことを見て取る必要があ

る。同時にこれら構想の実現の結果、日本ODA

がどのような性質を纏うようになったかを見てい

かなくてはならない。

　以下では主要な改革構想をいくつか取り上げ、

その内容を検討し、また構想にともなって採られ

た諸措置づいてその性格を検討していく。

1、包括的なODA改革への志向　　「21世

紀に向けてのODA改革懇談会」の構想

①懇談会の議論の方向

　この間に援助システム全体を包括的に再評価し

た改革構想として、ODAの今後の動向について

外相の諮問機関として機能してきた「2ユ世紀に向

けてのODA改革懇談会」がある。この懇談会は

1997年4月2ユ日、池田外相（当時）の諮問的役割
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表270DA一般会計予算および事業予算

①一般会計予算 （単位：億円、％）

年度 ユ994 1995 ユ996 ユ997 ！998 1999

予算額　伸率 予算額　伸率 予算額 伸率 予算額 伸率 予算額 伸率 予算額 伸 率

贈与 6，95ユ 4．9 7，236 4．！ 7，544 4．3 7，7ユ5 2．3 7，233 一6．2 7，363 ユ．8

二国間贈与 5，768 5，2 6，02！ 4．4 6，256 3．9 6，418 2．6 6，043 一5．8 6，041 一〇．O

経済開発等援助 2，079 3．2 2，127 2．3 2，！66 ユ．8 2，202 1．6 1，995 一9．4 ユ，995 O．1

食料援助等 572 4．2 596 4．3 606 ！．7 6ユ2 1．O 54ユ 一ユエ．6 497 一8．3

技術協力 3，1ユ7 6．7 3，297 5．8 3，484 5．7 3，604 3．5 3，507 一2．7 3，546 ユ．1

国際機関への出資等 ユ，183 3．5 ユ，216 2．8 1．288 6．O ！．297 O．7 1，190 一8．3 1，322 11，1

国連等諸機関 688 5．O 703 2．2 747 6．3 759 1．6 755 一〇．6 802 6．4

国際開発金融機関 495 1．5 5ユ3 3．6 541 5．5 539 一〇．5 435 一ユ9．2 519 19．3

借款 3，683 4．7 3，825 3．9 3，908 2．2 3，972 1．6 3，239 一ユ8．4 3，216 一3．5

OECF 3，647 4．8 3，789 3．9 3，872 2．2 3，952 2．1 3，239 一18．O ユ，277 一60．6

国際協力銀行 ■ 一 」 一 ■ ■ 一 一 一 一 1，849 一

その他 36 一ユ．4 36 一〇．8 35 一〇．8 20 一43．5 O
」 … I

合計 10．634　　4．8 n，06ユ　　4．O n，452 3．5 1ユ，687 2．1 10，473 一ユO．4 10，489 O．2

（原注）四捨五入処理をしたため、合計に不突合がある。

（出所）外務省経済協力局編『我が国の政府開発援助』1997年版、国際協力推進協会、上巻、146ぺ一ジ、同ユ999年

　　　　版、上巻、ユ36ぺ一ジより作成。

②事業予算
年　度 1994 ユ995 ユ996 1997 ユ998 1999

予算額 伸率構成比 予算額 伸率 構成比 予算額 伸率 構成比 予算額 伸率 蓄成比 予算額 伸率 構成比 予算額伸率構成比

贈与 9，572 2，4　49．3 ユO，361 8．2 51．5 8，194 一20．9 45．5 ユO，380 26．7 51．5 8，863 一14．6 51，2 9．284　4，7　49．2

二国間贈与 5，99ユ 5．5 6，281 4．9 6，534 4．O 6，695 2．5 6，269 一6．0 6，228　－O．ユ

経済開発等援助 2，079 3．2 2，ユ27 2．3 2，166 1，8 2，202 ユ．6 1，995 一9．4 1，99呂　O．1

食料援助等 572 4．2 596 4．3 606 ユ，7 6ユ2 1．O 541 一ユエ．6 497　－8．3

技術協力 3，340 7．2 3，558 6，5 3，762 5．7 3，88ユ 3．2 3，760 一3．1 3．794　0．9

国際機関への出資等 3，581 一2．4 4，079 13．9 1，659 一59．3 3，685 ユ22．1 2，567 一30．3 2．995　16．7

国連等諸機関 690 5．O 705 2．ユ 749 6．3 761 ユ．6 757 一〇．6 806　6．5

国際開発金融機関 2，89ユ 一4．0 3，375 ユ6．7 9ユ。 一73．O 2，924 22ユ．2 1，810 一38．ユ 2．ユ89　20．9

借款 9，838 O．9　50．7 9，768 一〇．7 48．5 9，805 O．4 54．5 9，767 一〇．4 48．5 8，458 一ユ3．4 48．8 9．581　13，3　50．8

OECF 9，400 ユ．ユ 9，397 一〇．O 9，395 一〇、O 9，397 O．O 8，100 一13．呂 3，596－55．6

日本輸出入銀行 ！2 一60．O 7 一4ユ．7 o

国際協力銀行 一 一 ■ 一 一 一 ■ 一 一 一 5，600　　一

その他 426 O．5 364 一ユ4．6 4ユO ユ2．5 37 一9．6 358 一3．4 385　7．5

計（事業規模） ユ9，4ユO ユ．6100．0 20，219 3．7 100．O 17，998 一ユO．6 ユOO．O 20，147 11．9 ユOO．O ユ7，32ユ 一14．O 100．O ユ8．864　8．9　100

回収金 一2，10ユ 一2．463 一2，788 一3，38ユ 一3，43ユ 一3，413

合計 17，309 ユ．1 17，655 2．1 ユ5，2ユO 一13．9 16，766 ユO．2 13，891 一ユ7．ユ 15，棚　ユエ．2

（原注）①に同じ。

（出所）外務省経済協力局編『我が国の政府開発援助』ユ997年版、国際協力推進協会、上巻、ユ47ぺ一ジ、同！999年

　　　版、上巻、137ぺ一ジより作成。

を果たすものとして、研究者と産業界、援助関連

者n名を集めて発足した。発足の挨拶で池田外相

は、当時政府内で策定が急がれていた財政構造改

革が実施されれば、0DAも聖域として扱われな

いため、日本のODAの役割を根本から見直し

て、財政構造改革に適合的な援助システムを作る

必要があることを述べている。

　ここで注目すべきは、同じ挨拶の中で池田外相
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が、日本の0DAの役割として、国際貢献手段・

外交手段の他に、「国益」の観点からの援助の有

効性を打ち出す、もしくはそれに合致した援助手

段を構築する必要があるとしたことである。これ

まで「顔の見える援助」という形で日本の援助に

おけるプレゼンスを示す努力が外交政策当局や援

助当局でうたわれたことはあったが、国益につい

て明確に言及した例はなく、かつ、言及がある場

合でも、国際貢献を行って国際社会の安定に尽く

すことが日本の国益であるとしてきた。国際貢献

手段ないし外交手段としてのODAとは別に国益

の存在の可能性を指摘したのは初めてである。そ

して、同懇談会はこの「国益」をどうとり扱うか

を巡って一つの論争点を構成することになる。

　さらに池田外相は、援助改革の方向として、

0DAの「量から質へ」を打ち出した。0DA質の

向上についてはこれまでも長く追求されてきた

が、量の増大なき質の改革を目標にすることは初

めてである。この点については、直後に外務省の

ほうからODA改革の方向を「効率的・効果的・

公正」として打ち出し、同じ援助量で最大の効果

をあげる工夫をするとした。

②懇談会の答申

　懇談会は1997年6月27日に早くも「中間答申」

を提出し、1998年！月10日に「最終報告」（9）を提

出した（図2を参照）。

　「最終報告」はまず総論部分の冒頭で0DAの

基本精神と改革の必要性について振れている。す

なわち答申は、ODAの基本精神を憲法前文に求

め、国際社会の安定が日本の繁栄に直結するとう

たった。同時に0DAを巡る財政制約や、握倣を

極めているアジア通貨危機について言及し、開発

のフレームワークの変化などについても触れた上

で0DAの改革が必要であるとした。あわせて、

財政環境に対する考え方としてODA予算の減少

を最小限にくい止めるべきであるとする意見を付

加している。

　続いてODAの実現すべき目標として人道的支

援、地球的課題の克服、安全保障環境の実現を目

指すべきとしているが、諸目標の達成を広い意味

での国益の実現として位置づけるという基本認識

を示している。

　その上で現行の日本0DAの特徴として経済イ

ンフラストラクチュア整備に偏重した援助投下を

行っており、地域配分においてもアジア重視であ

ることを挙げている。他方で日本援助が中期目標

にしたがって確実に増大してきたともしている。

　以後、各論に入っていくわけであるが、論の進

行との関係で重視すべき点を列挙していくと、第

ユに財政制約下で援助供与にあたって重点分野設

定を行うことをあげ、特に貧困撲滅を重点にすべ

きとしている。それまでの援助の重点配分の対象

とされてきた経済インフラストラクチュア整備支

援については0DA以外の資金が対応できない分

野に重点をおくべきとしており、これはインフラ

ストラクチュア整備のあり方が民間資金の導入を

含め様々に発展してきていることに対応したもの

である。

　第2に新しい開発課題と、それに対応する新規

の開発スキームを列挙していく。開発スキームと

しては、途上国間の経済協力関係を強化するため

の南々協力や、国境を超えた広域地域での経済協

力、紛争への予防介入、民間セクターの役割重視

などが並べられている。

　第3に0DA実施体制のありかたについては、

援助対象国の国別援助計画作成の強化、多年度予

算編成の追求、海外経済協力基金とJICAとの間

の協調、民間との連携をうたっている。

　第4に将来の援助像として効果的な0DAをめ

ざすとする一方で、援助量を確保することを再度

強調している。また民間部門、途上国、日本国

民、国際機関との連携も重視すべきとしている。

（9）外務大臣諮問委員会「21世紀に向けての0DA改

　革懇談会」

　http：〃www．mofa．9o．jp／mo瑚ノ9a此。／oda／seisaku／

　seis北u1／sei　lihtml

③援助政策への答申の浸透

　「最終報告」はODA政策の基幹文書となり、

答申の主要内容は各種援助政策に反映されていく
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図2　「21世紀に向けてのOOA改革懇談会」最終報告要約

I．総論
1．はじめに　ODAの基本精神　なぜ改革を行うか
　・ODAの基本精神は憲法前文にある。国際社会の安定が日本の繁栄に直結する

　・ODAを巡る財政制約や、アジア通貨危機について

　・開発のフレームワ］クの変化

　・ODAの改革が必要
　・ODA予算の減少を最小限にくい止めるべき

2．0DAの実現すべき目標
　・ODAの諸目的の達成を広い意味での国益の実現として位置づけ
　・人道的支援、地球的課題の克服、安全保障環境の実現

3．日本の援助の特徴
　・経済インフラ偏重、アジア重視

　・中期目標にしたがった確実な増大

I．各論
1．援助供与重点分野についての考え方
　・財政制約下にあるため援助の投下分野に重点分野を設定すること

　・重点分野は貧困撲滅

　・経済インフラ整備の新たな展開。ODA以外の資金が対応できない分野に重点
　　をおくべきである

　・環境
　・グローバル・パートナーシップ。一南々協力

　・国境を越えた地域協力、他

　・紛争への予防介入
　・民間セクターの役割の重視

2．国民参加、情報公開、開発教育

3．人材育成・確保

4．0DA実施体制のありかた
　・国別援助計画作成の強化

　・多年度予算編成

　・OECP（旧海外経済協力基金）とJICAの協調
　・民間との連携

5．将来の援助像
　・効果的なODAをめざす
　・量を確保すること

　・民間、開発途上国、国民、国際機関と連携

（注）要約は筆者によるものである。

（出所）外務省「21世紀に向けての0DA改革懇談会」より作成。

　　　http：〃www．mofa．9o．jp／mofaj．gaiko／oda／seis欣u／seis3ku－1／sei－1£htm1

ことになる。例えば、1999年度の『わが国の政府

開発援助（ODA白書）』の冒頭に日本がODAを

行う必要性について4つの理由を挙げているが、

その第3理由は、答申の総論にある国際社会の安

定が日本の国益であるとするテーゼをなぞるもの

であった（10）。また、答申の各論が述べる、国別

援助計画策定の強化などの開発援助スキルは、

着々と0DA政策内に採り入れられている。

その結果、日本ODAは80年代までのありよう

（10）「政府開発援助はなぜ必要か」外務省経済協力局

　　編『我が国の政府開発援助』ユ999年版、上巻、前

　見開き裏。その他の3つの理由は、人道的見地か

　　らの貧困・飢餓への支援、地球的課題への対処、

　　途上国との間の経済的相互作用を重視すること、

　　である。
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と大きく様相を変えることになり、これがリー

ディング・ドナーへの変革の規定的側面である。

ここで旧来の日本のODAの性格と区別されるべ

きいくつかの点について述べ、この変革の持つ意

味について検討したい。

2．積極的介入手段を整備する日本ODA

①国益の設定を巡る構図

　「最終報告」がODA政策の基本目標として国

益の重視を打ち出したことは画期的であっ㍍日

本の経済的利益に留まらず、安全保障上の利益を

ODAで追求するべきとしたのである。80年代ま

では、第2次世界大戦での日本とアジア諸国との

関係を考慮し、途上国での日本のオーバープレゼ

ンスを避けることが多々あり、日本と途上国国民

が剥き出しで向かい合う事態を避けるため、日本

の援助政策当局は国際開発金融機関を介した多国

間援助を志向するべきであるという議論があった

ほどである。従前のような自国存在意義を曖昧に

するような政策志向と懸隔をなし、途上国との問

で日本のプレゼンスを確保していくという方向を

打ち出したわけである（1ユ）。

　「最終報告」は、国益の一つとして安全保障を

挙げ、それを援助の目標として設定し、具体的に

紛争国への介入をうたっている。92年に閣議決定

された「ODA大綱」でも、ODAの運用にあたっ

て軍事転用の阻止や軍事支出に対する注目を基準

とするよう定めているが、軍事的緊張が高まって

いる援助対象に対して、ODAが予防介入的役割

を果たすことも含めて考慮するべき、としてお

り、緊張の現場でのプレーヤーとして日本ODA

が登場することを展望しているわけである。

　ここで安全保障とODAとの関係で思い起こす

べきは、日本の援助供与先ユO大大国に入るインド

とパキスタンが核実験を行ったことである。この

事態は軍事的緊張に対する援助の抑止効果に疑問

が出て当然の事態である（ユ2）。国際安全保障を維

持する体制を別に望ましい形で形成しないかぎ

り、ODAの安全保障に対する効果は薄いものに

とどまるだろう（13）。

　国益のもう一つの側面である経済的利益である

が、これについては別種の改革議論があり、また

援助政策がその議論の方向へ牽引されている側面

もある。すなわち、産業界の要請を受けた通産大

臣諮問機関である産業構造審議会の経済協力部会

も同じように0DA改革構想をうちだしている

が、この構想はかなり旧式の国益を打ち出してい

る。

　産構審経済協力部会は1997年6月に、懇談会の

中間答申と平行して意見具申を行っている。そこ

では、日本ODAが目指すべき国益は日本の産業

界のビジネスチャンスを確保することにあると

し、具体的には財政制約があるとしても量の減少

は絶対に避けるべきであり、かつODAのタイイ

ング（紐付き）の強化まで要請した。日本の0DA

が日本の産業に役立っているとは言えない、との

認識からでた発言である。

　もう一つはアジアにおける経済インフラ整備に

援助や輸出信用を効果的に使用し、日本産業の当

該分野におけるステイタスを高めよとしている。

　かつて紐付き援助が批判されていた時には鳴り

を静めていた産業界であるが、今次の不況下でな

りふりをかまっていられなくなったようである。

また、新規のビジネスチャンスに参入しうる効果

的なODA枠組みの不在に苛立っているようだ。

　このような志向は、単に言い放ちで終わったわ

けではなく、今次の国際金融危機に対応する援助

フレームワークの申に実現されている。ユ998年ユ2

月に政府が打ち出した「経済構造改革支援のため

（ユエ）90年代以降の外務省経済協力局編『我が国の政府

　開発援助」内では日本の国際貢献を認知させるこ

　　となどを指して「国益」とする箇所が散見でき

　る。「はじめに」外務省経済協力局編『我が国の

　政府開発援助」1993年版など。

（ユ2）2000年8月に日本とインド・パキスタンの両国首

　脳との間で会談が行われ、両国の核実験凍結を確

　記し、党かえりに円借款の凍結解除がなされた。

（ユ3）自民党が1998年9月17日にODA基本法の原案を

　　まとめたが、そこで核実験国に対する援助禁止を

　　うたった。『日本経済新聞」9月18日。
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の特別円借款」では、タイイングを復活させ、契

約者を日本企業に限定することを原則にした（ユ4）。

先に確認した「借款の増大とアジア偏重」という

ユ998年以降における日本ODAの特色の根拠はこ

こにあるわけである。アジア経済の再度の拡張に

日本企業の活動機会を保障する手段として、ODA

が位置づけられている。

　経済的側面での国益は、80年代までの国際援助

レジームで日本が放棄せざるを得なかった手段を

動員してまでも、日本企業に対する直接的貢献を

図ることで追及されてい乱

②国別援助計画の策定と要請主義の放棄

　「最終報告」がうたう効率的な援助を実施する

にあたって、その要となる政策手段の一つが援助

対象国全体の経済状況に鑑みつつ、必要な援助を

必要な箇所へ投下するという国別アプローチであ

り、そこにおける国別援助計画の策定である。従

来、主要援助対象国に対して国別援助方針を持つ

ことはあった（ユ5）が、国別援助計画は当該方針を

さらに発展させ、5年間の目標期問を置き、重点

分野を定め、達成目標を明かにするというもので

ある。アジア諸国を中心に10カ国程度の計画が策

定されつつある。

　この計画策定の意味するところは途上国の経済

政策決定過程に介入することが日本ODAの「効

果的・効率的」運用の路であるとされた、という

ことであ糺確かに援助の効果的運用は必要な政

策課題であるが、途上国政府の自主性のあり方に

ついて慎重な検討を要する改革方向であるように

感じる。また、ODA基本法を持たない国が他国

政府の経済政策へ介入すること、これは国際社会

の民主的関係を維持する上で望ましいことかどう

かが疑義をはさまざるをえない。

　80年代までの日本のODAの、形式的にせよ、

主たる性格の一つとして「要請主義」があった。

これは日本ODAが戦争賠償を基礎にして発足し

たことに起因するものであるが、アジア諸国の日

本の再大国化への懸念に配慮して、相手国の経済

政策に基本的に介入しない、ということである。

そしてODAは相手国政府の「要請」を受けて始

めて起動し、供与までのサイクルを進む、これを

日本ODAの基本形式にするというものであった。

　国別基本計画の策定はこのような要請主義の廃

棄であり、国際援助レジーム、ないしは途上国と

の経済協力関係の中で、援助対象国への深い介入

を志向することを意味する。事実、外務省はユ998

年！0月に「援助は（途上国と）共同で計画する」

として、要請主義からの転換を明言した（ユ6）。

　実際は事実上の要請主義の廃棄は1990年代に

入ってから着実に進んでいた。中国に対する援助

に主として適用される「年次供与国方式」と「3

＋2方式」である。ある途上国を一定年度の問の

ODA供与重点対象国として指定し（年次供与国

方式）、かつ所定の政策目標の達成が見られた場

合に残りの援助を供与する（3＋2方式、3年の

援助の後に政策評価を行い、残り2年の供与を決

定する。供与額は5年分あらかじめ決定してお

く）というものである。さらに97年から「ロング

リスト方式」が一部諸国に導入された。途上国の

必要と思われる開発援助案件を全て書き出したロ

ングリストを作成し、日本外務省との協議の上で

援助をどこに行うかを決定するものである。国別

援助計画の内容はこのロングリストにマクロ経済

政策の評価もあわせたものである。

　「最終報告」の内容と国別援助計画の策定は、

このような流れを後追いという側面もあるが、援

助政策当局が途上国に対して政策の介入も含めた

アクティブな振る舞いをしようとする志向を全面

に打ち出したものであり、日本ODAのありよう

に一つの画期をなす契機となった。

③ODA大綱の運用と政治的コンティショナリティ

②で紹介した年次供与国方式で実際に対中国円

借款が停止されたことがあるが、これは中国の核

（ユ4）前出『我が国の政府開発援助』1999年版、上巻、

　65ぺ一ジ。

（！5）ユ999年で24ヶ国。

（ユ6）国際協力銀行『国際協力便覧」2000年版、ユ25

　ぺ一ジ。
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実験に対する抗議措置であった。かっこれは92年

に策定されたODA大綱に照らしての判断であっ

た。ODA大綱は援助の実施にあたって、環境と

開発の両立、軍事的転用等の阻止、軍事支出・大

量破壊兵器等の開発製造・武器輸出入などへの注

視、民主化の促進・市場指向型経済導入・基本的

人権の保障を考慮して行うことを定めたものであ

る。

　以上の諸基準の後半部分は、途上国の政治経済

体制について評価を行い、それの改変に有効に作

用する政策手段としてODAを利用することを表

したものである。これは事実上め政治的コンデイ

ショナリテイ（ユ7）である。

　付言しておくと日本ODAの政治的コンデイ

ショナリテイの設定は、アメリカとの関係を含め

て理解をしなくてはならない。0DA大綱が設定

されたユ992年に日米首脳はグローバル・パート

ナーシップをうたう東京宣言を採択し、その申の

取り組み分野として途上国援助の強化が挙げられ

ていた。この宣言は、日本の軍事力が過度に強化

されない分野に政策協調を要請するという基調が

あった（ユ8）。安全保障面での日本の貢献は後方支

援的な役割と資金的援助によるものが期待され、

同時に同分野における日本の途上国に対する直接

的関与も、非軍事的手段によるように方向付けら

れたのである。

　同時期にアメリカの海外開発協議会（Overseas

Development　Council）と日本国際交流センターと

の問で開発援助分野に関する日米協力の研究会が

持たれた。研究会が到達した諸結論の一つは、

ODA大綱を政治的コンディショナリティーと位

置付けた上で効果的な日米間の開発援助政策にお

ける政治的協力の探求をうたっている（19〕。

④援助量確保への欲求とODA中期政策

　「最終報告」や産構審経済協力部会の意見具申

では、厳しい財政状況下でも援助量を確保しよう

とする強い欲求が見られた。財政構造改革下に

あって0DA予算の削減を受けた1998年には、外

務省も、ユ998年版の『我が国の政府開発援助』の

申で「最終報告」を引用する形で援助量の確保に

向けた努力をうたっていた（20）。

　財政構造改革が頓挫したことによって援助予算

の刈り取りは当面無くなり、量の確保に関する欲

求は裏面に退いた。ユ999年8月に策定された

ODA中期政策では、それまでのODA中期目標

と異なり、量的目標を策定していないことを定め

ているが、ユ999年版の『我が国の政府開発援助』

で、外務省はその点に関して特に触れることをし

ていない（21）。

3．リーディング・ドナーへの変貌の基盤

　以上のように日本0DAは「最終報告」の方向

に沿いつつ、一部はそこからもはみ出しながら、

開発援助のアリーナで国益を追求する性格を保持

するようになった。ODAパフォーマンスを見た

際に、90年代ODAはアジア重視、経済インフラ

ストラクチュア偏重という、従前のODAと変わ

らない特徴を持っているように見えたが、これを

支える援助政策手段は全くその装いを変えていた

ことが分かる。90年代に、日本0DAは、従来の

装いを脱ぎ捨て、経済政策・安全保障の両側面で

援助対象国に対して積極的な介入を行いうる政策

手段としての容貌を見せ始めた。そして90年代末

の援助政策当局内での改革によって、ODAのこ

の容貌は事実上確定した。途上国に対して「リー

ド」を行いうる実体の形成、これがリーディン

グ・ドナ」の基盤を構成しているわけである。

（17）下村恭民地『0DA大網の政治経済学」有斐閣、

　1999年、48ぺ一ジ。

（ユ8）坂井昭夫『国際政治経済学とは何か」青木書店、

　1998年、205～208ぺ』ジ。

（ユ9）『ポスト冷戦時代の開発援助と日米協力」国際開

　発ジャーナル社、1995年、ユ71～198ぺ］ジ。

おわりに

0ECDのDACは、1996年の5月に『2ユ世紀に

（20）前出『我が国の政府開発援助」！998年版、1ぺ］ジ。

（21）同上、1999年版、9ぺ］ジ。
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向けて：開発協力を通じた貢献』、いわゆるDAC

新開発戦略を策定した（22）。これは戦略目標にす

べての人々の生活の質の向上を最重点課題に掲

げ、途上国の自主性と開発援助に携わる全てのフ

レイヤ」の協調をうたうものであった。日本は当

該戦略の策定に主導的な役割を果たし、この戦略

は日本のリーディング・ドナーへの進化の証左と

されることもある。

　多様な開発課題に対して有効な開発戦略を打ち

出すことは、今日の社会においても必須の課題で

ある。しかし、近年見られる日本ODAの変容の

主たる特徴は、新しい開発戦略の策定者として国

際援助レジームを主導するという点に留まらず、

途上国に対して政治・経済の全面において積極的

な介入を行いうる政策手段となったということ、

また、このような介入が国益の名の下に行われる

論理構造を保持しているということであ乱

　このようなプレイヤーが国際開発の場面でいか

んなく行動した場合に、常に最良の状況が生み出

されるとは言い難い。被援助国である途上国との

間で、望ましい国際政治経済秩序とは何か、それ

を主導するために日本が果たすべき役割は何か、

というフォーラムを設定するなど、日本0DAが

真のリーディング・ドナーになるまでには多くの

媒介が必要である。

　なお、本来であれば援助政策を正当化する経済

学的スキームを確定し、同スキームと今日の開発

課題との適合性を考察し、さらに日本ODAの変

貌がこのスキームによって正当化される性質であ

るかについて勘案する必要がある。その上で日本

0DAの望ましい変化の方向を考える学術的素地

ができるのではないか。これについては爾後の課

題としたい。
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